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 令和７年度 第６次茅野市総合計画の進行管理について 

（令和６年度実績分） 
 
 

１ 第６次茅野市総合計画の進行管理について 

 

（１）進行管理の目的 

 

前期の取組を評価し、その結果を次期の取組に活かす

ＰＤＣＡのマネジメントサイクルに基づき、まちづく

りの目的、目標の達成を強く意識しながら、市民と行

政が一体となり計画を推進するため、毎年、総合計画

の進行管理を行います。 

 

 

Plan（計画）➡ Do（実行）➡ Check（評価）➡ Act（改善）➡ Plan（見直し） 

 

 

（２）進行管理の方法 

  

(ア) 進行管理に当たっては、まず、行政内部において、設定した成果指標と目標

により基本計画の成果と、そこから導き出される課題の把握、評価を行います。 

(イ) 次に、総合計画審議会において、（ア）の基本計画の評価を踏まえて、基本構

想に掲げたまちづくりの目的、目標の達成状況を成果指標と目標により把握し、

計画全体の評価を行います。 

(ウ) 評価の内容については、計画の見直しや担当部局へフィードバックにより業

務の改善につなげるとともに、市議会に報告、ホームページへ公開し、まちづく

りの現状を広く市民に周知します。 

  
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（３）まちづくりの目的、目標 

 

第６次総合計画では、「幸せを実現できるまち」（目的）の実現に向けて、具体的な

まちの姿（目指すまちの将来像、３つのまちの姿）を設定し（目標）、新しい手段

や価値観を積極的に取り入れながら、取組みを推進することとしています。 
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２ まちづくりの目的、目標の達成状況について 

 

まちづくりの目的、目標の達成状況は、まちづくりの３つの成果指標（KGI：重要目

標達成指標）及び基本計画の成果指標（KPI 指標／Well-Being 指標）の目標に対す

る達成状況等により確認します。 

 

１ まちづくりの３つの成果指標・目標の達成状況等 

 

        将来展望人口 

 

 

将来展望人口は、総合計画に位置付けた人口減少対策の効果（出生率の向上や転入

者の増加など）を見込んで茅野市が独自に推計した指標です。 

 

５年後（令和 10 年度）55,000 人以上、10 年後（令和 15 年度）55,000 人維持を目標

とします（基準人口：令和５年 10 月１日 55,399 人）。 

 

令和７年４月１日現在、茅野市の推計人口は、54,871 人です。茅野市の人口は、

平成 20 年 11 月１日現在の 57.406 人をピークに、平成 29 年を除き、年々減少して

います。ただし、県内 19 市すべての人口が減少する中、茅野市は人口減少率が２番

目に低く、減少幅は比較的緩やかと評価されます。 

 

 

  

まちづくりの 

成果指標１ 
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人口減少の要因は、出生数の減少と出生数を死亡数が上回る、自然減少にあります。

とりわけ出生数減少の傾向は顕著であり、このことは、婚姻数が昭和 47 年以来過去

最少となっていることも影響していると考えられます。 

 

一方、令和 6 年中、茅野市への転入は転出を 208 人上回っており、諏訪地方では諏

訪市から 46 人、岡谷市から 19 人、下諏訪町から 11 人、諏訪地方を除く県内では長

野市から 16 人、その他国外から 148 人の転入超過になっています。この転入超過の

増加が自然減少を部分的に補っている状況です。 
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生産年齢人口の割合 
 

 

生産年齢人口の割合は、年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）、老年

人口（65 歳以上）の年齢３区分のうち、主に生産年齢に該当する市民がまちづくり

の中核を担うため、その割合を指標にしたものです。 

 

５年後（令和 10 年度）55％以上、10 年後（令和 15 年度）55％維持を目標としま

す（基準割合：令和５年 10 月 1 日 56.4％） 

 

令和 7年 4月 1日現在、茅野市の生産年齢人口構成比は 56.3％です。 

少子高齢化は進んでいるものの、近年の茅野市の生産年齢人口構成比は、ほぼ横ば

いで推移しています。 

なお、全国の年少人口構成比は 11.1％、生産年齢人口構成比は 59.6％、老年人口構

成比は 29.3％（令和 7 年 2 月 1 日現在）、長野県の年少人口構成比は 11.3％、生産

年齢人口構成比は 55.6％、老年人口構成比は 33.1％（令和 6 年 10 月 1 日現在）と

なっています。 
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まちづくりの 

成果指標２ 

茅野市の年齢３区分別人口割合の推移 

基準日：各年４月１日 
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茅野市では、令和元年から生産年齢人口の転出超過が続いていましたが、令和５年

に転入超過に転じ、令和６年は 156 人の転入超過になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを年齢５歳階級別でみると、転入超過数が最も多い年齢階層は、15 歳～19 歳

で 53 人増、次いで 55 歳から 59 歳の 34 人増の順になっています。 

一方、転出超過数が最も多い年齢階層は、20 歳～24 歳で 85 人減となっています。

25 歳～29 歳は男女で転入・転出超過の状況が対極的ですが、30 歳以降はすべて転

入超過になっています。 
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全国的な少子高齢化の進展の中、茅野市においても今後も自然減の傾向が続くこと

が見込まれます。５年後、10 年後の将来展望人口、生産年齢人口の割合の目標達成

に向けて、今年度実施される国勢調査の結果も注視しながら、人口減少対策に対し

てより積極的に取り組む必要があります。 

 

第６次総合計画では、「若者に選ばれるまち」の実現を掲げる第２次茅野市総合戦略

と両輪で人口減少対策に取り組み、政策、施策の効果を高めていきます。 

 

 

        市民意識調査における 

「幸せ」と感じる人の割合 
 

 

国が示す「Well-Being」（地域幸福度）の考え方に基づき毎年市が実施する市民意

識調査の「あなた自身の幸福度」の設問において、０（とても不幸）から 10（とて

も幸せ）までの 11 段階の数字のうち、５を選んだ人を「幸せ又は不幸のどちらで

もない状態」とし、６から 10 までの数字を選んだ人の割合の指標です。 

 

57.2％（令和４年度）を基準に、５年後（令和 10 年度）にこの割合を上回ること

を目標とします。 

 

令和６年度に実施した市民意識調査では、設問「あなたの幸福感」で６から 10（と

ても幸せ）までの数字を選んだ人の割合は 61.8％で、令和４年度より 4.6％高

くなりました。 

 

 

 

 

 

なお、デジタル庁が実施している地域幸福度（Well-Being）指標の全国調査におけ

る茅野市民の幸福度（平均値）は、令和４年調査から 0.3 ポイント上がって 6.4

でした。また、令和６年調査の結果は、全国平均値及び長野県平均値と同値となっ

ています。 

まちづくりの 

成果指標３ 

「幸せ」と感じる人の割合 
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２ 基本計画の達成状況等 

 

（１）目指すまちの将来像の進捗状況 

 

「目指すまちの将来像」の進捗状況は、目指すまちの将来像を実現するための政策

の基本的な方針である「３つのまちの姿」の進捗状況から確認します。また、「３つ

のまちの姿」の進捗状況は、３つのまちの姿の関係分野（基本計画）ごとに掲げた成

果指標の目標に対する達成状況から確認します。 

 

 

目指すまちの将来像を具現化する３つのまちの姿の進捗状況 

 

 

 「安心して快適に暮らせるまち」の実現に向けた取組の進捗状況は、  

49 指標中（評価不可の 2 指標を除く）、約７割の成果指標において 80％

以上の達成率となっており、「おおむね順調」です。 
 

 「心豊かに学び育ち活躍できるまち」の実現に向けた取組の進捗状況

は、32 指標中、約８割の成果指標で 80％以上の達成率となっており、「順

調」です。 
 

 「活力と魅力があふれる稼げるまち」の実現に向けた取組の進捗状況

は、30 指標中（評価不可の 2 指標を除く）、８割の成果指標で 80％以上

の達成率となっており、「順調」です。 

 

 

 

 

目指すまちの将来像の進捗状況 

 

 

目指すまちの将来像「たくましく やさしい しなやかな 交流拠点

ＣＨＩＮＯ」の進捗状況は、「おおむね順調」です。 
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基本計画 

指

標

数 

達 成 率 

80～ 

100％以上 
50～79％ 20～49％  0～19％ 

― 

（評価不可） 

１ 

安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

1 社会福祉 ５ ４ １ ０ ０ ０ 

2 地域福祉 ５ ４ １ ０ ０ ０ 

3 健康・食育 ６ ４ １ １ ０ ０ 

4 地域医療 ２ １ ０ ０ ０ １ 

5 環境・衛生 ７ ４ １ ０ ２ ０ 

6 道路・河川 ４ ２ １ ０ １ ０ 

7 上下水道 ４ ３ ０ １ ０ ０ 

8 住環境 ５ ３ ０ ２ ０ ０ 

9 公共交通 ２ ２ ０ ０ ０ ０ 

10 防災・減災 ３ ２ １ ０ ０ ０ 

11 市民生活 ４ ４ ０ ０ ０ ０ 

12 行政経営 ４ ３ ０ ０ ０ １ 

  51 36 ８ ２ ３ ２ 

２ 

心
豊
か
に
学
び
育
ち
活
躍
で
き
る
ま
ち 

1 子育て ５ ４ １ ０ ０ ０ 

2 教育 ５ ５ ０ ０ ０ ０ 

3 読書 ２ ２ ０ ０ ０ ０ 

4 生涯学習 ８ ７ １ ０ ０ ０ 

5 文化・芸術 ３ ２ １ ０ ０ ０ 

6 文化財 ２ １ １ ０ ０ ０ 

7 スポーツ ２ ２ ０ ０ ０ ０ 

8 共生社会 ５ ３ １ １ ０ ０ 

  32 26 ５ １ ０ ０ 

３ 

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る
稼
げ
る
ま
ち 

1 農林業 ４ ３ ０ １ ０ ０ 

2 商工業 ４ ２ ２ ０ ０ ０ 

3 観光 ５ ４ ０ ０ ０ １ 

4 雇用、人材育成、

企業・創業 
５ ３ ２ ０ ０ ０ 

5 シティプロモー

ション・広聴 
４ ４ ０ ０ ０ ０ 

6 交流人口・関係人

口、移住・定住 
６ ６ ０ ０ ０ ０ 

7 中心市街地 ４ ２ １ ０ ０ １ 

  32 24 ５ １ ０ ２ 
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（２）基本計画の達成状況 
 
・ 目標値（R10）が累計値の場合は、計画期間（5 年）で割り返して年度の達成率を算出しています。 

・ Well-Being 指標は、薄水色に色塗りしています。 
 

ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標 
 

Well-Being 指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

１ 

安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

１ 

社
会
福
祉 

高齢者の外出支援事業利用件数 2,701 件 2,238 3,000 75 

社
会
福
祉
課 

・ 

保
健
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー 

地区運動教室の開催地区数 45 
地

区 
51 60 85 

障害者の移動支援事業利用者数 57 人 67 70 96 

ＡＩ乗合オンデマンド交通「のらざ

あ」の障害者、介護者の延利用者

数 

16,446 人 18,560 17,500 106 

茅野市では、介護・福祉施設のサ

ービスが受けやすい 
32.7 ％ 32.4 

策定時現

状値を上

回ること 

99 

２ 

地
域
福
祉 

保健福祉サービスセンター職員

などによる訪問件数 
2,085 件 2,188 2,200 99 

社
会
福
祉
課 

・ 

保
健
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー 

保健福祉サービスセンターによ

る地域ケア会議の開催回数 
4 回 8 12 67 

個別避難計画策定件数 1 件 18 
50 

（累計） 
180 

茅野市では、介護・福祉施設のサ

ービスが受けやすい 
32.7 ％ 32.4 

策定時現

状値を上

回ること 

99 

茅野市は、防災対策がしっかりし

ている 
26.4 ％ 28.3 

策定時現

状値を上

回ること 

107 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

１
安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

３ 

健
康
・
食
育 

大腸がん検診受診率 5.4 ％ 6.6 7 94 

健
康
づ
く
り
推
進
課 

Ⅱ 度 高 血 圧 以 上 の 者

（160/100mmHg 以上）の割

合 

9.0 ％ 8.9 7.1 26 

茅野市の10～30歳代の自殺率 22.3 

10

万

人

あ

た

り 

21.2 
15.4 

（R9 年度） 
64 

朝食を食べる人（小学５年生、中

学２年生、20～30歳）の割合 

小5…89 

中 2…91 

20～30歳

…64 

％ 
小 5 

・・・90 

小5…95 

中 2…95 

20～30歳

…85 

（R9年度） 

95 

私は、身体的に健康な状態であ

る 
61.2 ％ 61.7 

策定時現

状値を上

回ること 

101 

私は、精神的に健康な状態であ

る 
63.5 ％ 67.9 

策定時現

状値を上

回ること 

107 

４ 

地
域
医
療 

諏訪中央病院と医療機関同士だ

けでなく、訪問看護師やケアマネ

ージャーなどの関係機関と緊密

な情報の共有化を進める。また、

ＤＸを活用したネットワークの構

築を進める。 

― ― 

システム

構築済・

ネットワ

ーク構築

中 

― ― 

 

社
会
福
祉
課
・保
健
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー 

保
険
課 

・ 

健
康
づ
く
り
推
進
課 

・ 

Ｄ
Ｘ
推
進
課 

茅野市は、医療機関が充実して

いる 
51.6 ％ 52.9 

策定時現

状値を上

回ること 

103 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

１ 

安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

５ 

環
境
・
衛
生 

支援団体による森林整備の実施

面積 
なし ㎡ 2,900 

75,000

(年間

15,000) 

19 

環
境
課 

・ 

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
推
進
室 

・ 

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー 

営農型太陽光発電、小水力など新た

な手法による再エネ推進 
なし 

k

W 
6 

設置容量

合計

28,050 

０ 

可燃ごみ量 

平成１７年度比削減率 
22.6 % 21.8 30.0 73 

茅野市では、身近に自然を感じ

ることができる 
93.7 ％ 91.2 

策定時現

状値を上

回ること 

97 

茅野市の空気や水は、澄んでい

てきれいだと感じる 
89.5 ％ 90.3 

策定時現

状値を上

回ること 

101 

自宅の近辺では、騒音に悩まさ

れている 
11.4 ％ 13.1 

策定時現

状値を下

回ること 

87 

茅野市は、リサイクルや再生可能

エネルギー活用等、環境への取

組が盛んである 

48.9 ％ 53.2 

策定時現

状値を上

回ること 

109 

６ 

道
路
・
河
川 

レベルⅢ判定の橋梁数 18 橋 16 5 77 

建
設
課 

・ 

建
設
企
画
課 

改修河川数（5年間累計） 0 
河

川 
0 4 0 

茅野市（行政）は、地域のことを

真剣に考えていると思う 
29.0 ％ 25.9 

策定時現

状値を上

回ること 

89 

茅野市は、防災対策がしっかりし

ている 
26.4 ％ 28.3 

策定時現

状値を上

回ること 

107 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

１
安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

７ 

上
下
水
道 

上水道の基幹管路耐震化率 

（耐震管の延長（ｍ）/基幹管路延

長（ｍ）） 

15.5 ％ 16.0 25.0 26 

上
下
水
道
課 

下水道の管路改築更新対策延長 5.7 ㎞ 6.0 7.5 83 

茅野市の空気や水は、澄んでい

てきれいだと感じる 
89.5 ％ 90.3 

策定時現

状値を上

回ること 

101 

茅野市は、リサイクルや再生可能

エネルギー活用等、環境への取

組が盛んである 

48.9 ％ 53.2 

策定時現

状値を上

回ること 

109 

８ 
住
環
境 

改修・更新を実施した公園施設

の割合 
0 ％ 0.81 15.0 27 

建
設
企
画
課 

・ 

都
市
建
設
課 

特定事業に指定された道路等の 

バリアフリー化の達成状況 
5.0 ％ 

13.0 

（累計） 
100 42 

空き家住宅改修実施件数 
5 

（年間） 
件 10 

10 

（年間） 
100 

茅野市には、まちなか・公園・川

沿い等で、心地よく歩ける場所

がある 

56.4 件 54.6 

策定時現

状値を上

回ること 

97 

茅野市には、自慢できる都市景

観がある 
50.8 ％ 48.6 

策定時現

状値を上

回ること 

96 

９ 

公
共
交
通 

住民 1 人あたりのバス・デマンド

交通の利用回数 

1.9 

（年間） 
回 2.7 

2.1 

（年間） 
129 

地
域
創
生
課 

茅野市では、公共交通機関で、好

きな時に好きなところへ移動が

できる 

9.1 ％ 7.6 

策定時現

状値を上

回ること 

84 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

１
安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

 

10 

防

災

・

減

災 

災害・防災に関する不安を感じ

ている市民の割合 
2.0 ％ 0.0 1.0 100 

防
災
課 

・ 

都
市
計
画
課 

住宅の耐震改修戸数 
11 

（年間） 
戸 11 

15 

（年間） 
73 

茅野市は、防災対策がしっかりし

ている 
26.4 ％ 28.3 

策定時現

状値を上

回ること 

107 

11 

市

民

生

活 

交通事故数 
１ 

（死亡事故） 
件 0 

０ 

（死亡事故） 
100 

市
民
課 

・ 

建
設
課 

・ 

企
画
課 

出前講座実施数 3 回 ２ 
10 

（累計） 
100 

茅野市は、歩道や信号などの交
通安全施設が整備されていて安
心である 

32.7 ％ 33.3 

策定時現

状値を上

回ること 

102 

茅野市は、防犯対策（交番、街
灯、防犯カメラ、住民の見守り
等）が整っており、治安がよい 

27.4 ％ 27.3 

策定時現

状値を上

回ること 

100 

12 

行

政

経

営 

茅野市の行政サービス全般につ
いて満足している市民の割合 

なし ％ 40.1 

R6年度

の割合を

上回るこ

と 

― 総
務
課 

・ 

財
政
課 

・ 

Ｄ
Ｘ
推
進
課 

・ 

企
画
課 

経常収支比率 92.0 ％ 93.6 
90.0 

以下 
96 

茅野市（行政）は、地域のことを

真剣に考えていると思う 
29.0 ％ 25.9 

策定時現

状値を上

回ること 

89 

茅野市では、行政サービスのデ
ジタルサービスを利用しやすい 

12.9 ％ 13.5 

策定時現

状値を上

回ること 

105 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

２
心
豊
か
に
学
び
育
ち
活
躍
で
き
る
ま
ち 

１ 

子
育
て 

サポートプランの作成（サポート

プラン作成件数/年度内の要保

護児童対策地域協議会登録総

数） 

5.0 ％ 9.9 20.0 50 

こ
ど
も
課 

・ 

健
康
づ
く
り
推
進
課 

マタニティ講座参加者の参加満

足度（5段階評価で４以上の人の

割合） 

なし ％ 100 80.0 125 

こども館０１23 広場利用満足度

（ 5段階評価で4以上の人の割

合） 

なし ％ 90.0 80.0 113 

茅野市では、子どもたちが活き

活きと暮らせる 
32.0 ％ 29.2 

策定時現

状値を上

回ること 

91 

茅野市は、子育て支援・補助が手

厚い 
15.5 ％ 15.0 

策定時現

状値を上

回ること 

97 

２ 

教
育 

一日保育士体験参加率 34.1 ％ 32.5 40.0 81 

幼
児
教
育
課 

・ 

学
校
教
育
課 

小学校１年生における学校生活

の満足度 
95.0 ％ 92.0 95.0 97 

児童生徒の学校に対する満足度 87.0 ％ 87.4 95.0 92 

茅野市は、教育環境（小中高校）

が整っている  
42.9 ％ 39.8 

策定時現

状値を上

回ること 

93 

茅野市では、子どもたちがいき

いきと暮らせる 
32.0 ％ 29.2 

策定時現

状値を上

回ること 

91 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

２
心
豊
か
に
学
び
育
ち
活
躍
で
き
る
ま
ち 

３ 

読
書 

読書に関する意識（読書への興

味関心）の割合 

小6 …86  

中学生  

…81 

％ 

小６…86 

中学生 

…81 

小 6…87 

中学生 

…82 

99 

こ
ど
も
読
書
活
動
応
援
セ
ン
タ
ー

- 

茅野市では、子どもたちがいき

いきと暮らせる 
32.0 ％ 29.2 

策定時現

状値を上

回ること 

91 

４ 

生
涯
学
習 

公民館講座等満足度 98.0 ％ 95.0 100 95 

生
涯
学
習
課 

・ 

文
化
財
課 

地区公民館・分館事業数 299 件 435 299 145 

図書館入館者数 98,994 人 99,561 120,000 83 

 八ヶ岳総合博物館入館者数 11,695 人 15,815 15,000 105 

 神長官守矢史料館入館者数 12,141 人 14,960 15,000 100 

茅野市には、学びたいことを学

べる機会がある 
24.5 ％ 21.7 

策定時現

状値を上

回ること 

89 

茅野市は、文化・芸術・芸能が盛

んで誇らしい 
29.1 ％ 16.8 

策定時現

状値を上

回ること 

58 

茅野市は、地域活動への市民参

加が盛んである 
32.4 ％ 31.7 

策定時現

状値を上

回ること 

98 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

２
心
豊
か
に
学
び
育
ち
活
躍
で
き
る
ま
ち 

５ 

文
化
・
芸
術 

市民芸術祭（音楽祭、芸術祭）へ

の参加団体数 
37 

団

体 
46 37 124 

生
涯
学
習
課 

茅野市民館貸館事業における市

民活動団体（文化芸術）などの利

用回数 

184 回 186 184 101 

茅野市は、文化・芸術・芸能が盛

んで誇らしい 
29.1 ％ 16.8 

策定時現

状値を上

回ること 

58 

６ 

文
化
財 

尖石縄文考古館入館者数 51,425 人 56,438 60,000 94 
文
化
財
課 茅野市は、文化・芸術・芸能が盛

んで誇らしい 
29.1 ％ 16.8 

策定時現

状値を上

回ること 

58 

７ 

ス
ポ
ー
ツ 

中学２年生女子の運動やスポー

ツをすることが好きな子どもの

割合 

76.4 ％ 72.0 80.0 90 ス
ポ
ー
ツ
健
康
課 

茅野市では、子どもたちがいき

いきと暮らせる 
32.0 ％ 29.2 

策定時現

状値を上

回ること 

91 

８ 

共
生
社
会 

審議会・委員会等の女性委員登

用率 
28.0 ％ 28.2 35.0 81 

地
域
創
生
課
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
課
・
生
涯
学
習
課 

市役所窓口における申請書等の

ルビ振りや「やさしい日本語」に

よる作成状況の割合 

35.2 ％ 35.3 40.0 88 

茅野市には、困ったときに相談

できる人が身近にいる 
56.6 ％ 23.8 

策定時現

状値を上

回ること 

42 

私は、同じ区（または自治会）に

住んでいる人が困っていたら、

手助けをする 

62.4 ％ 64.9 

策定時現

状値を上

回ること 

104 

茅野市には、女性が活躍しやす

い雰囲気がある 
12.9 ％ 9.6 

策定時現

状値を上

回ること 

74 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

３ 

活
力
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
稼
げ
る
ま
ち 

１ 

農
林
業 

認定新規就農者認定件数 2 件 6 
10 

（累計） 
375 

農
林
課 

間伐整備実施面積（搬出・切捨間

伐・環境整備） 
25.5 

h

a 
25.9 

300 

（累計） 
47 

茅野市には、若者が活躍しやす

い雰囲気がある 
10.0 ％ 10.3 

策定時現

状値を上

回ること 

103 

将来生まれてくる世代のため

に、よい環境や文化を残したい 
80.9 ％ 81.0 

策定時現

状値を上

回ること 

100 

２ 

商
工
業 

創業者数（創業・開業資金の利用

者数） 
31 人 

17 

（年間） 

50 

（累計） 
447 

商
工
課 

中小企業振興補助金と製造業労

務環境等設備補助金の投資合算

額 

1,060,490 
千

円 
1,963,450 

5,000,000 

（累計） 
115 

茅野市では、やりたい仕事を見

つけやすい 
9.5 ％ 7.5 

策定時現

状値を上

回ること 

79 

茅野市には、新たなことに挑戦・

成長するための機会がある 
17.3 ％ 12.1 

策定時現

状値を上

回ること 

70 

３ 

観
光 

延べ宿泊者数 1,537,000 人 1,486,000 1,768,000 84 

観
光
課 

外国人宿泊者数 1,451 人 

県未公開 
（R5 年度

参考値：
6,596） 

30,000 ― 

観光消費額 11,974,000 
千

円 
11,578,520 14,369,000 81 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

３
活
力
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
稼
げ
る
ま
ち 

３ 

観
光 

茅野市には、自慢できる自然景

観がある 
85.8 ％ 79.2 

策定時現

状値を上

回ること 

92 

観
光
課 

茅野市は、飲食を楽しめる場所

が充実している 
30.5 ％ 31.1 

策定時現

状値を上

回ること 

102 

４ 

雇
用
、
人
材
育
成
、
企
業
・
創
業 

地域職業相談室相談者数 5,189 人 5,247 
30,000 

（累計） 
87 

商
工
課 

・ 

建
設
企
画
課 

創業者数（創業・開業資金の利用

者数） 
31 人 17 

50 

（累計） 
447 

茅野・産業振興プラザ主催のセ

ミナー、ものづくり創造塾などの

受講者満足度 

67.0 ％ 70.8 75.0 94 

茅野市では、やりたい仕事を見

つけやすい 
9.5 ％ 7.5 

策定時現

状値を上

回ること 

79 

茅野市には、新たなことに挑戦・

成長するための機会がある 
17.3 ％ 12.1 

策定時現

状値を上

回ること 

70 

５ 

シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
・
広
聴 

地域ブランド調査全国順位（認知

度） 
583 位 553 470 133 

秘
書
広
聴
課 

・ 

地
域
創
生
課 

茅野市には自慢できる自然景観

がある 
85.8 ％ 79.2 

策定時現

状値を上

回ること 

92 

私は、私の住んでいる区（または

自治会）に対して、愛着を持って

いる 

27.1 ％ 41.7 

策定時現

状値を上

回ること 

154 

茅野市（行政）は、地域のことを

真剣に考えていると思う 
29.0 ％ 25.9 

策定時現

状値を上

回ること 

89 
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ま
ち
の
姿 

基
本
計
画 

成果（ＫＰＩ）指標・Well-Being

指標 

策定時 

現状値 

単

位 

実績値 

（Ｒ６） 

目標値 

（Ｒ10） 

Ｒ６年度 

達成率 

担
当
課 

３ 

活
力
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
稼
げ
る
ま
ち 

６ 

交
流
人
口
・関
係
人
口
・ 

移
住
・ 

定
住 

 物件見学ツアー年間参加人数 

88 

（うち、40

代以下

20） 

人 120 

100 

（うち、40

代以下

30） 

83 

地
域
創
生
課 

・ 

移
住
・
交
流
推
進
室 

地域ブランド調査全国順位（認知

度） 
583位 位 553 483 150 

転入者数 2,106 人 2,267 2,106 108 

茅野市には、若者が活躍しやす

い雰囲気がある 
10.0 ％ 10.3 

策定時現

状値を上

回ること 

103 

茅野市には、適切な収入を得る

ための機会がある 
10.7 ％ 11.2 

策定時現

状値を上

回ること 

105 

茅野市では、適度な費用で住居

を確保できる 
31.1 ％ 30.4 

策定時現

状値を上

回ること 

98 

７ 

中
心
市
街
地 

JR 茅野駅乗車人数 3,352 人 
未公開 
（JR公表 
データ） 

4,000 ― 

都
市
計
画
課 

JR 茅野駅周辺の 1 日平均滞在

者数 
2,512 人 2,537 3,000 85 

茅野市は、飲食を楽しめる場所

が充実している 
30.5 ％ 31.1 

策定時現

状値を上

回ること 

109 

茅野市には、新たなことに挑戦・

成長するための機会がある 
17.3 ％ 12.1 

策定時現

状値を上

回ること 

70 
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３ 重点施策ごとの取組と成果、課題、今後の方向性 

 

重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

１ 安心して快適に暮らせるまち 

１ 社会福祉 

生活基盤・セ

ーフティー

ネットの整

備による在

宅福祉の推

進 

・個別支援の基本となるアセ

スメントに関する研修を実施

し、保健福祉サービスセンタ

ーの相談支援の強化を図っ

た。 

・地域ケア会議による個別支

援の検討により、地域住民や

関係機関や企業等との協力体

制を構築した。 

・社会福祉協議会助成や生活

支援体制整備事業の委託によ

り、身近な地域の現状把握と

課題解決に向けた検討と地域

活動支援が行われ、小地域福

祉活動が推進された。 

高齢者の増加や家族

関係の変化等、支援対

象者は今後ますます

増加を見込み、併せて

複合的課題等を抱え、

既存のサービスだけ

では、解決に至らない

対象者・世帯は増加傾

向にあり、地域のセー

フティーネットとし

ての保健福祉サービ

スセンターの相談支

援機能の重点化が急

務となっている。 

・地域のセーフティーネ

ット機能を高めるため令

和 7 年度から実施する重

層的支援体制整備事業を

着実に推進するため、ケ

アネジメントの手法によ

る個別支援、伴走支援、多

職種・多機関の支援の調

整を基礎とする保健福祉

サービスセンターの相談

支援機能の充実を図る。 

・目指すべき相談支援機

能が発揮できる体制を整

えるため、保健福祉サー

ビスセンターの機能評

価、事務の棚卸しを行う。 

高齢者の社

会参加と福

祉的予防の

推進 

・高齢者クラブへの助成を通

し活動支援、敬老祝品の贈呈、

金婚祝品の贈呈と式典の開

催、高齢者作品展により、高

齢者いきがい対策を実施し

た。 

・地区運動教室「足腰おたっ

しゃ教室」の開催・運営支援

により、身近な地域での通い

の場、介護予防の取組を推進

した。 

・「健康熟年大学事業」や「い

きいき健幸ルーム」、総合体育

館、中央公民館等を会場にし

た介護予防に関する教室を実

施し、介護予防の普及啓発に

つなげた。 

・生活支援体制整備事業によ

り、世代間交流など地域住民

が参加し交流が図られる活動

を支援し、高齢者の社会参加

の促進につなげた。 

・個人の価値観の変化

等により、地域の役員

等の担い手不足が顕

在化しており、地縁を

基本とした高齢者ク

ラブ活動は衰退して

いくことが見込まれ

る。 

・「足腰おたっしゃ教

室」や「健康熟年大

学」、「いきいき健幸ル

ーム」など、介護予防

の事業は、高齢者の社

会参加の機会にはな

っているが、高齢者の

就業を含む社会参加

のための環境整備に

は至っていない。 

・「健康熟年大学事業」や

「いきいき健幸ルーム事

業」を通した、地縁によら

ない仲間づくりや社会参

加の機会を継続すること

で、高齢者の閉じこもり

予防など福祉的予防を推

進していく。 

・一方、生活支援体制整備

事業による世代間交流な

ど地域住民が参加し交流

が図られる活動を地域に

仕掛け、地縁による社会

参加活動も推進してい

く。 

・介護保険制度における

「介護予防・生活支援サ

ービス事業」を活用した、

住民主体によるサービス

（サービス・活動 B)の検

討する。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

地域を基盤

とした自立

生活の支援 

・福祉サービスのさらなる充

実と体制整備 

・出生時から成人までの一貫

した個別支援 

・保健・医療の充実：出生後

～3 歳の時期に関わる健康づ

くり推進課と、児童発達支援

やその後の個別支援に関わる

保健福祉サービスセンターの

保健師が密に連携・情報共有

することで、保険・医療の支

援を必要とする障害児を適切

に支援している。 

また、療育上個別の支援等を

必要とする障害児を、迅速に

障害サービス等につなぐこと

で、一貫した支援を行ってい

る。 

・啓発学習活動推進：市内小

中学校で行われる福祉教室へ

の手話通訳者の派遣、広報ち

のによる手話講座の開催周知

等は行っている。 

・緊急時を具体的に想定した

防災対策：福祉 21 茅野 福祉

避難所ワーキンググループ

で、災害時の避難及び避難所

における対応の注意点を加

え、福祉避難所立ち上げマニ

ュアルを改訂をした。 

・将来を見据えた権利擁護制

度等の周知・活用：介護者(両

親等)が元気だと”まだ先の

こと”という意識が強く、周

知が進んでいない。 

・情報入手力や方法に

個人差があるため、支

援を必要とする方が

同じように情報を得

られておらず、体験の

機会も少ないため、入

院・入所から地域への

移行件数が増えてい

ない 

・障害や合理的配慮等

について、障害者週間

にあわせた年１回の

広報ちのへの掲載と

ロビー展のみになっ

ている。 

・災害時要支援者への

対応として、福祉避難

所対応マニュアルに

障害特性に応じた対

応方法等を記載した

が、実際の避難先は自

宅・基本避難所になる

可能性が高い。対応に

ついての情報を基本

避難所と共有する必

要がある。 

・権利擁護イコール成

年後見のイメージが

強いが、差別解消や合

理的配慮も含まれる

ことや、そちらの方が

日常的で、就労等とも

関係が深いことの啓

発が必要である。 

・情報入手力や方法の個

人差を減らし、必要な情

報・サービス等を得やす

くするため、情報発信方

法を検討し、改善する。 

・障害や合理的配慮等に

ついて、広報ちのやホー

ムページを活用する等、

啓発の機会を増やす。 

・避難所対応マニュアル

に記載した、災害時要支

援者への障害特性等に応

じた対応方法を、実際の

避難先となる可能性が高

い基本避難所のマニュア

ルとも共有化していく。 

・成年後見だけでなく、権

利擁護差別解消や合理的

配慮についての情報発

信・啓発を行う。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

２ 地域福祉 

日常生活支

援の充実 

・施策を構成する事業の

実施により、日常生活を

支援する体制を整え、地

域の支え合いを推進して

いる。 

・地域ケア会議による個

別支援の検討により、地

域住民や関係機関や企業

等との協力体制を構築に

つなげている。 

・社会福祉協議会助成や

生活支援体制整備事業の

委託により、身近な地域

の現状把握と課題解決に

向けた検討と地域活動支

援が行われ、小地域福祉

活動を推進された。 

フォーマルサービスだけ

では解決に至らない複合

的課題等を抱えた対象者

が増加している。また、高

齢者の増加や家族関係の

変化等、支援対象者の増

加が見込まれる。 

地域のセーフティーネッ

トとしての保健福祉サー

ビスセンターの相談支援

機能の重点化が急務とな

っている。 

・地域のセーフティーネ

ット機能を高めるため令

和 7 年度から実施する重

層的支援体制整備事業を

着実に推進していく。 

・個別支援、伴走支援、多

職種・多機関の支援の調

整を基礎とする保健福祉

サービスセンターの相談

支援と、地域での見守り

や居場所等インフォーマ

ルサービスをコーディネ

ートする社協小地域福祉

活動支援や生活支援体制

整備事業を充実してい

く。 

地域の支え

あいの促進 

・障害者相談支援、保健福

祉サービスセンター、生

活困窮者自立相談支援、

こども家庭センター、市

民相談、保護司、民生児童

委員、更生保護女性会、社

会福祉協議会等により相

談できる体制を整えてい

る。 

・コミュニティ運営協議

会支援事業やパートナー

シップのまちづくり事業

による地域住民の参加に

よるまちづくりの推進を

図った。また、社会福祉協

議会助成（小地域福祉活

動支援）、生活支援体制整

備事業により、身近な地

域の現状把握と課題解決

に向けた検討と地域活動

支援を実施した。 

・地域ケア会議による個

別支援の検討により、地

域住民や関係機関や企業

等との協力体制を構築に

つなげている。 

人口減少や市民の価値観

の変化等による地域の諸

役員のなり手不足が顕在

化しており、従来の地域

の支え合いの仕組みから

の転換期に差しかかって

いる。 

・地域住民や地域活動団

体が連携・協力するプラ

ットフォームとして、中

長期的視点で地域課題の

解決に向けて協議し、地

域の特性を活かした地域

コミュニティづくりにつ

なげられるようる地区コ

ミュニティ運営協議会の

最適化を図る。 

・属性や世代を問わない

包括的な相談支援事業、

社協とのつながりをつく

るための居場所等参加支

援事業、世代や属性を超

えて交流、学びの機会の

整備、活性化を図る地域

づくり事業を関係機関の

協働により一体的実施す

る重層的支援体制整備事

業を推進し、新たな地域

の支え合いの仕組みづく

りにつなげていく。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

災害時の対

応の拡充 

・地域において個別避難

計画の作成を推進するた

め、「個別避難計画作成の

手引き」を作成し、避難支

援関係者（民生委員、区・

自治会長）への周知を図

った。 

・災害時の支え合いの体

制づくりにつなげられる

よう、民生児童委員活動

支援や社会福祉協議会助

成事業（小地域福祉活動

支援）、生活支援体制整備

事業を通じた普段の見守

り体制を推進した。 

・地域住民と防災関係者

が相互に連携し各種訓練

を実施し、防災体制の充

実と防災意識の向上を図

った。 

・福祉２１茅野福祉避難

所ワーキング主体で、市

総合防災訓練時に福祉避

難所立ち上げ訓練を実施

した。 

地域主体による個別避難

計画の作成が進まない。 

・個別避難計画の作成は

市町村の努力義務である

ことを踏まえた、アウト

リーチによる計画作成の

推進体制を検討してい

く。 

・福祉避難所ワーキング

による協働による避難支

援体制の検討を継続す

る。 

３ 健康・食育 

がん検診の

受診率向上 

広報やホームページを活

用し、がん検診について

周知を図っている。事業

団や医療機関と連携し、

各種がん検診を実施して

いる。 

諏訪中央病院と協力し、

がん検診受診率向上に取

り組んでいる。諏訪中央

病院医師により、65 歳到

達者介護保険説明会等で

講演していただき、特に

高齢者の受診率が増加し

た。 

子宮がん検診以外のがん

検診受診率が、全国平均

を下回っている。検診に

ついて広く市民に伝え、

検診に関心が薄い方へも

検診の重要性を知ってい

ただく必要がある。 

諏訪中央病院と連携、協

働し、がん検診受診率向

上に向けた啓発活動等に

取り組んでいく。各種団

体向けにがん検診の講演

会を行ったり、健康フェ

スタ等のイベントでがん

に関するブースを設置

し、がん検診の啓発を行

う。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

生活習慣病

の重症化予

防 

・特定健診の受診率向上

の取組として、3 年未受診

者への電話がけ、みなし

健診の拡充、ハイリスク

者への訪問を実施してい

る。 

・高血圧の資料作成し、ポ

ピュレーションアプロー

チを実施。広報誌に高血

圧情報を掲載した。 

高血圧管理台帳、糖尿病

管理台帳を作成し、未治

療者、治療中断者への保

健指導を行っている。 

コロナ前の受診率に戻っ

ていない（R1 年度 51.0%、

R5 年度 46.6%）。 

Ⅱ度以上高血圧者の割合

が高く、19 市中 1 位の状

況が続いていて、茅野市

の健康課題となってい

る。 

・特定健診の受診率向上

の取組を継続実施する。

まずは 50％の受診率を目

指す。 

・広報、ライン等を活用し

正しい高血圧情報の配信

に努める。 

・高血圧管理台帳、糖尿病

管理台帳を作成し、地区

ごと管理する。 

「生きる」自

殺対策の取

組の推進 

・自殺対策の普及と啓発：

自殺予防週間、自殺予防

月間に啓発活動を強化す

る。 

・自殺対策を支える人材

育成の強化：職員向けに

ゲートキーパー学習会を

開催した。 

・生きることの促進要因

への支援：様々な相談事

業の実施する。 

・地域ネットワークの強

化：自殺対策連絡協議会

を開催した。 

・児童生徒の SOS の出し

方に関する教育・支援：全

小中学校で実施した。 

・男性の自殺者数が多い

が、女性の割合が増えて

きている。 

・有職者、年金・雇用保険

等生活者の割合が多くな

っている。 

・自殺の原因はひとつで

はなく、様々な要因が重

なっている。 

・市民一人ひとりが自殺

対策の重要性を理解し、

取組を行えるように啓発

する。 

・自殺対策連絡協議会、自

殺対策庁内連携会議にお

いて計画の進行管理を行

う。 

健康寿命を

目指す望ま

しい食生活

の実践 

・料理教室等では、健康の

ために食を大切にするこ

とを学んでもらうことが

できた。 

・広報で給食レシピの紹

介、ビーナネットで動画

を配信し、多くの市民に

見てもらうことができ

た。 

・乳幼児健診等で保護者

へ望ましい食生活につい

て啓発している。 

・「1 日に必要な食品量の

目安」チラシ作成 

・減塩商品の PR（高血圧

対策） 

・健康づくりポイント事

業の協賛店を追加（1 食で

野菜が 120g 以上のﾒﾆｭｰ） 

・食習慣の乱れは、生活習

慣病予防につながってし

まう為、すべての年代で、

生活習慣病予防のための

食生活を実践する必要が

ある。 

・年代によって食習慣の

問題が違う為、ライフス

テージごとアプローチす

る必要がある。 

・食の大切さを情報発信

する方法を考える必要が

ある。 

・広報やホームページ等

を活用し、生活習慣病の

予防や、重症化予防のた

めの、望ましい食生活の

具体的な方法を伝えてい

く。 

・一人暮らしの方が増え

ている状況もあり、手作

り料理でなくてもバラン

スのとれた食を選択する

ための支援をしていく。 

・乳幼児健診等で保護者

の方へ望ましい食生活に

ついて伝えていく。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

４ 地域医療 

医療提供体

制の充実 

・在宅医療・介護連携に 

関する相談窓口を諏訪 

中央病院への委託によ 

り、病院内患者サポー 

トセンターに設置した。

患者サポートセンター 

では、在宅医療・介護サー

ビスの両方が必要な高齢

者、その家族、在宅医療を

提供する医療機関、介護

サービス事業所等からの

相談を受け、在宅医療・介

護連携の調整を行う。 

・諏訪中央病院等と連携

したヘルスケア事業を推

進。 

・福祉２１茅野外出支援

ワーキングにおいて、障

害者や高齢者のいわゆる

交通弱者の「のらざあ」利

用を検討し提言を行っ

た。 

・在宅医療・介護連携推進

事業は諏訪中央病院に委

託としているが、地域の

医療機関や介護事業所か

らの相談業務が主な実績

となっており、地域医療

介護推進体制整備に関わ

る事業実績が乏しい。 

・諏訪中央病院担当と事

業実施に関する協議の機

会を設け、事業目的や成

果を共有し、委託料また

は委託内容を見直す。 

・デジタル技術を活用し 

た在宅医療・介護の情 

報連携の仕組みを構築 

し、地域展開を図る。 

 

５ 環境・衛生 

良好な自然

環境の確保

（環境保全） 

・市民参加による山岳の

美化活動、里山の森林保

全、里地の外来種駆除な

どを継続的に取り組みを

行った。 

・地域の景観保全等のた

めに条例を改正し、野立

て太陽光発電設備の設置

を抑制している。 

・２０２４年からは改定

された環境基本計画に基

づき、市民の幸福度を向

上させる取り組みとし

て、企業と連携したイベ

ント等に力を入れてい

る。 

・コロナ禍後活動は再開

しているが、イベント休

止期間が長く、環境への

意識が低下し、積極的な

参加が見られなくなって

いる。 

・各団体の会員の高齢化

や担い手不足等が深刻化

している。会の中心とな

っている方が固定化され

ており、会と一緒に年を

重ねてしまっている状

況。活動団体を長期的に

維持するには担い手の新

規参入が欠かせない。 

・主催する団体の会員が

参加者と共に楽しめるよ

うな内容を検討し、継続

的な情報発信に取り組む

ことで、環境への意識向

上を狙い、イベントを活

性化することが各会の会

員増加等に繋がるよう進

めていく。 

・里山のイベントを米沢

と永明、両方の小学校に

対してメール等の周知を

行う。また、イベントの参

加申込が容易になるよう

QR コードを活用した募集

を行い、参加者の増加を

狙う。 

・里山に関する各団体に

ついては、既存の事業に

ついて連携の可能性を模

索していく。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

低炭素型ま

ちづくりの

推進（ゼロカ

ーボン推進） 

「茅野市ゼロカーボン戦略」

を公表し、茅野市全域の温室

効果ガス排出量の削減目標

を、2030 年度までに 54％削減

（2013 年度比）としている。

そして 2050 年度までに実質

ゼロカーボンとすることを目

標とする。 

今後も公共施設への PPA での

PV・蓄電池を導入し、創エネ・

省エネを推進して行く。 

・寒冷地である茅野市で

は温暖化に対する危機感

が乏しい。環境学習を通

して機運の醸成を図る。 

・脱炭素インフラ整備に

は多額の費用が掛かるた

め、民間や国の補助金を

活用する。 

・民間の環境団体と協力

し、さらに八ヶ岳西麓の

三市町で事業を行なう。 

・「茅野市ゼロカーボン

戦略」に掲げられた項目

を実践していく。 

・屋根載せ太陽光の普及 

・EV 自動車の普及と充電

機の整備 

・ソーラーシェアリン

グ、PPA の実践 

・現在出来ることから着

手し、水素や新しいエネ

ルギーについてもアンテ

ナを高くし取り組んで行

く。 

・市民のゼロカーボン推

進に対する意識向上の醸

成に取り組む。 

安全な生活

環境の確保

（公害衛生） 

軽微な公害苦情等については

即時解決させ、長引きそうな

ものについても、年度内解決

を目標に取り組んでいる。関

係機関と連携が必要な場合は

情報共有を行い、連携し一緒

に取り組んだ。 

合併処理浄化槽の法定検査率

は順調に上昇している。 

・人口減少による空き家

や空き地などの所有者が

不在の土地を発生源とす

る苦情の増加が課題とな

っている。また、居住地と

農地との混在による野焼

きなどに対しての苦情も

多い。 

・騒音、大気汚染について

は、法的な規制はクリア

ーしているが、市民感情

で苦情を相談されるケー

スがほとんどである。 

・近所同士のトラブルに

おいては、申立者の言い

分だけを聞くのではな

く、実際に状況を確認し、

公平性のある対応に努め

なくてはならない。 

・空き家等については、他

部署と連携し対応にあた

る。 

・苦情が多いと市民満足

度が下がるため、早期に

解決を図るよう努める。 

循環型社会

の形成（一般

廃棄物処理） 

循環型社会形成のため、３R

施策を推進する必要があり、

生ごみ処理機設置利用促進に

よる可燃ごみ減量（Reduce）、

プラットフォームサイト利用

による不用品の再利用促進

（Reuse）、分別アプリ利用促

進 に よ る 分 別 の 適 正 化

（Recycle）などの取り組みを

推進している。 

・資源物を排出する際の

分別が不適正であると、

その後の資源化処理が適

正に行われない。 

・適正な分別や不用品の

再利用などについては、

個人レベルの意識に左右

されるため、全体の意識

を高める必要がある。 

・分別アプリの利用者を

増やすことで、多くの方

に手軽かつ正確に分別に

関する情報を伝えられる

ようにする。 

・環境イベント等を開催、

共催することで、循環型

社会形成に対する意識付

けを進めていく。 

・分別指導員に対する分

別方法の徹底と利用者へ

の指導の強化を図る。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

６ 道路・河川 

安全・快適な

道路・河川の

構築（管理対

策） 

・道路及び水路敷きを明確に

することにより、適正な土地

の売買や公共事業の実施する

為、官民界の境界確認を実施

した。 

また、立会い等により判明し

た未登記道路を地権者と交渉

し、解消した。 

・道路台帳を整備することに

より、最新の道路幅員や延長

を把握している。 

・道水路の占用について、申

請書が提出された際には、内

容を構造等を審査し、適正に

許可した。 

・道路上の穴ぼこ等で事故が

発生した場合は、事故者や保

険会社と綿密に連絡をとり、

賠償対象となった場合は、迅

速な対応に努めた。 

・未登記処理については、

分筆などは、全筆測量が

必須であり、費用や時間

が増加している。 

・道路上の事故の原因は、

穴ぼこ、グレーチングの

跳ね上げ、道路脇の枝と

の接触が多い。 

・集中豪雨や台風などに

よる災害防止の為の河川

水路管理が必要である。 

・道路等を常に良好な状

態に保ち、一般交通に支

障をおよぼさないように

維持管理することで、道

路における事故防止につ

ながり、道路賠償事故の

発生を抑制する。 

・道路等の境界は、現況と

公図が著しく変わってい

ることがある。未登記道

路の解消を図ることによ

り、境界による問題の発

生を抑制する。 

安全・快適な

道路・河川の

構築（維持対

策） 

・市で管理すべき公共インフ

ラ（道路、道路付属物、河川

等）について事故抑止、なら

びに施設の長寿命化のため、

予算等を見極めながら適切な

工法を選定し必要最低限の維

持工事や維持管理活動を実施

した。 

・各区や自治会で未舗装道路

等の補修を行う活動に対し、

原材料支給を実施した。  

・冬季における市内道路につ

いて車両通行を担保するた

め、主要幹線市道の除雪や凍

結防止剤散布を建設業者から

借り上げた除雪機械により実

施した。 

・上記業務の対象とならない

生活道路においては、各区・

自治会内に対し塩化カルシウ

ムの原材料支給を実施し、凍

結防止剤散布にご協力をいた

だいた。 

・市で管理すべき公共イ

ンフラ（道路、道路付属

物、河川等）の急速な老朽

化が各所で著しく、これ

らの補修等に関する各

区・自治会からの要望が

年々増加している。 

・人件費や原材料費の急

激な高騰により今までと

同じレベルの維持管理活

動を行うには予算の増額

が必要となる。 

・従前では、草刈りや未舗

装道路の補修といった各

区・自治会の活動（出払い

等）が担い手不足や高齢

化等を理由によりできな

いと市へ要望する案件が

増加している。 

・維持工事等を請け負う

建設業者においては、担

い手不足、高齢化等の懸

念材料を抱えている。 

・今後も市で管理すべき

公共インフラ（道路、道路

付属物、河川等）の急速な

老朽化が進んていくこと

は間違いなく、現状の維

持管理レベルを維持する

には、人件費や原材料費

の急激な高騰による価格

上昇に対応した予算確保

が急務となる。 

・今後も人件費高騰や燃

料油脂、材料費の高騰に

対して従前の除雪や凍結

防止剤散布業務を引き続

き行えるレベルの予算確

保が急務である。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

安全・快適な

道路・河川の

構築（建設対

策） 

・道路橋メンテナンス事業に

ついて、道路法の改正により、

平成 26 年から５年に１度の

法定点検を実施している。初

回点検により、早期措置段階

レベルⅢ以上の判定になった

55 橋について、修繕工事を実

施している。平成 27 年度から

令和 5 年度までに、37 橋の修

繕又は撤去工事を実施した。 

・河川自然災害防止事業につ

いて、令和３年度の豪雨災害

を受け令和４年度から宮川地

区の河川を中心に、流下能力

不足、護岸の未整備などの対

策として、河川整備を実施し

ている。令和４年度から令和

５年度末で５河川の整備を実

施した。 

・道路橋は建設からの経

過年数とともに劣化が進

み、延命処置である修繕

工事を実施したとして

も、いずれは撤去と更新

工事が必要となる。この

撤去や更新工事には、膨

大なイニシャルコストが

かかることから、財政平

準化を図る必要がある。 

・市内の河川の多くは、急

傾斜地を流れ、道路が接

続しない民地と民地の間

を通る河川が多く、地元

区や沿線地権者、関係機

関との協議に時間をかか

る。 

・財政平準化を行うため

には、イニシャルコスト

のかかる橋の撤去、更新

工事の時期について、管

理する橋の全体計画をみ

ながら、１橋ごとに延命

処置である修繕工事をす

るのか、撤去、更新工事を

するのか判断する必要が

ある。また、経年劣化状況

は年々変化し、その時の

橋の状態をみながら順次

計画見直し、急激な財政

投資を抑えていく。 

・地元区、沿線地権者及び

関係機関には、丁寧な説

明を実施し、河川整備の

必要性の理解を得る。ま

た、河川工事は、渇水期の

短い期間しか施工できな

いことから、工事着手前

の説明及び協議を早い段

階から実施し、計画的に

整備を完了する。 

７ 上下水道 

水道事業の

健全な経営

の維持 

平成 23 年（2011 年）に「茅野

市水道ビジョン」を策定し、

現在まで老朽化施設・管路の

更新、水道事業の統合等、様々

な方策を進めてきた。 

今後、将来の給水人口の

減少に伴う給水収益の減

少、老朽化施設の大量更

新等、水道事業を取り巻

く環境は、より一層厳し

くなっていくものと予想

されている。 

今後、水需要の減少に伴

い、給水収益の減少が見

込まれるが、水道施設の

更新需要は増大傾向にあ

る。将来にわたって健全

な事業運営を持続するた

め、中長期的な水需要予

測を踏まえて、更新時の

施設の適正化、施設の長

寿命化、事業の効率化を

図りながら、健全かつ透

明性のある事業運営を維

持していく。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

下水道事業

の健全な経

営の維持 

本市の汚水は、諏訪湖流域の

周辺市町村の汚水とともに、

各家庭から市が管理する管渠

で収集され、県が管理する流

域下水道豊田終末処理場で処

理されている。汚水処理に係

る費用は、市民及び事業者の

使用料等により賄われてい

る。 

また、本市の下水道は整備が

進み、普及率は 97％を超え、

これからは更新の時代に入っ

ていく。 

今後、人口の減少等によ

り使用料収入の減少が見

込まれることや、流域下

水道維持管理負担金の

増、老朽化した管渠の更

新に多くの費用を要する

ことなどから、下水道の

経営は厳しくなっていく

ことが予想されている。 

下水道事業は、独立採算

方式により事業を経営す

る地方公営企業であり、

自立し、かつ将来にわた

って持続可能な経営を行

うことが求められてい

る。 

下水道事業を持続的なも

のとするためには、限ら

れた予算の中でいかに効

率的に事業を実施してい

くかがカギとなる。した

がって、下水道経営の効

率化・健全化のため、収入

と支出の適正化を図り、

経営基盤の強化を実現し

ていく。 

災害に強く

強靭でしな

やかな水道 

安全で安定した水道水を利用

者に供給するために、施設の

維持管理や計画的な更新（耐

震化）が必要である。 

茅野市水道事業は水道管

路約７２０km、配水池５

０箇所等の施設を保有し

ているが、老朽化が進み、

耐震性が低い施設が多く

存在する。 

今後発生する恐れがある

地震やその他災害時にお

いても、確実に安心かつ

安定した水を供給できる

よう水道施設の更新に伴

い耐震化を図る。すべて

の施設の耐震化を図るこ

とが理想であるが、避難

所や病院等の重要度の高

い施設への供給施設を優

先して耐震化を図る。 

快適な暮ら

しを実現、持

続する下水

道 

下水道の整備を継続的に進め

た結果、本市の下水道普及率

は令和 5 年度末で 97.2%とな

っており、全国値（81.4%）及

び長野県値（85.5%）を上回っ

ている。 

下水道への未接続家屋に対し

て臨戸訪問し、ＰＲ文書等の

直接配布をすることで、接続

率は令和 5 年度末で 99.1%と

なっている。 

下水道が使用できる区域

においても、諸々の事情

から下水道への接続がで

きていない家屋もある。

公共用水域の水質保全の

観点や使用料収入による

経営の健全化の観点から

下水道への接続を推進し

ていく必要がある。 

また、管渠等の施設につ

いては、耐用年数を経過

して更新が必要となって

きており、更新に多くの

費用を要する見込みとな

っている。 

整備済み区域内の下水道

への未接続家屋の解消に

努め、引き続き更なる公

衆衛生の向上、水環境の

保全に貢献する。また、施

設の適切な管理を継続的

に行い、下水道を持続的

に使用できる環境を守っ

ていく。 

また、下水道を将来にわ

たって維持していくため

に、管渠の更新について

はストックマネジメント

計画に基づき実施してい

く。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

８ 住環境 

公園の安全・

安心の確保 

公園施設長寿命化計画を策定

し、計画的な更新や整備に着

手した。 

施設の小規模な補修や修

理は国の交付金、起債対

象とならないため、施設

の必要性等見極めていく

必要がある。 

公園施設長寿命化計画に

基づき、更新・整備を進め

るとともに、小規模な補

修や修理が必要な施設の

管理方針を定めていく。 

バリアフリ

ー化の推進 

重点整備地区内において基準

に適合した道路の拡幅整備な

ど、バリアフリー化された道

路のネットワーク形成を進め

る。 

国・県の事業の進捗状況

によって、大きく左右さ

れる。 

工事着手までは、成果や

影響が形となって見えに

くいが、引き続き国・県へ

の協力、調整を図る。 

空き家の増

加抑制と活

用の促進 

・空き家対策促進事業補助金

を創設し、空き家対策の促進

を図った。 

・宅建協会や空き家バンク協

力事業者と連携して、空き家

バンクサイトを構築するとと

もに、空き家バンクの運用方

法を確立した。 

・管理不全空き家解消への取

組みとして、Ｄランク空き家

に対して、管理不全空家等の

制度告知を含んだ通知を発送

した。 

・補助金を活用した方が、

令和４年の空き家調査対

象外の方が多かったた

め、市として把握してい

ない空き家の多さを認識

した。 

・茅野市空き家バンクは

始まったばかりではある

が、登録物件数が少ない。 

・左記の通知であったり、

個々に発送する適正管理

依頼通知に対し、反応の

ない物件もあった。 

・補助金の効果について

検証していく。 

・茅野市空き家バンクに

より多くの物件を登録し

ていただくため、幅広く

周知していく。 

・１件１件個々の状況を

調べ、地道に取り組んで

いく。 

９ 公共交通 

地域内公共

交通の構築 

・2022 年度に 13 の生活路線

バスを廃止し、ＡＩ乗合オン

デマンド交通「のらざあ」と

通学・通勤バスの本格運行を

開始した。 

・2024 年度には茅野市公共交

通ローリングプランを策定

し、現時点で目指す公共交通

の姿を明らかにした。 

・「のらざあ」を利用した

い時間帯に予約できない

割合が 20%を超え、ニーズ

に十分に応えられていな

い。 

・いわゆる別荘地・観光地

への移動については、蓼

科湖方面への移動が観光

路線バスのみで日常生活

における移動手段が乏し

い。 

今年度中に「のらざあ」を

2 台（いずれも車いす対応

車両）増台し、予約不成立

の解消を目指す。 

2026 年度には蓼科湖方面

バスを実証的に運行でき

るよう準備を進める。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

１０ 防災・減災 

災害時等の

迅速かつ的

確な対応の

確立（地域防

災計画の推

進） 

・防災設備の整備、維持管理   

・防災備蓄の充実 

・令和 6 年能登半島地震

で顕在化した課題を教訓

に、県の地震防災対策強

化アクションプランが示

された。従来の人口 5％の

食料備蓄基準を見直し、

国県からの支援が届くま

での 3 日間を現物備蓄と

流通備蓄によって、令和 9

年までに計画的に備蓄し

ていくことが必要であ

る。           

・防災行政無線など各種

防災機器・システムの構

築、運用を推進していく

ことが必要である。 

・県の地震防災対策強化

アクションプランにもと

づき、災害初期の生命維

持や生活に必要な物資に

ついて、計画的に備蓄を

進めていく。                   

・防災行政無線など各種

防災機器・システムの構

築、運用を推進する。 

同上（災害に

強い支え合

いのまちづ

くりの推進） 

地区での学習会や訓練により

防災意識の向上を図るととも

に、補助金を活用して自主防

災組織への支援を実施した。 

多発化・激甚化する自然

災害に対応するため、自

主防災組織のさらなる活

性化が必要である。 

いざという時に重要な役

割を果たす自主防災組織

の活動を今後も継続的に

支援していく。 

住宅・建築物

の耐震化の

促進 

・行政区の回覧文書、ロビー

展、地域の防災イベントなど

で耐震化の必要性や耐震診

断・耐震改修の支援制度につ

いて案内を行うなど、アクシ

ョンプログラムに沿って事業

を推進している。                                                            

・令和元年度から 6 年間の取

り組みで、耐震診断 129 件、

耐震改修 38 件の実績となり

耐震化率の向上に努めた。 

・住宅に対しては、無料耐

震診断から耐震改修費に

係る補助金交付までの一

貫した支援体制が整って

いるが、耐震診断はする

ものの、耐震改修には自

己資金が必要となり、実

施件数が伸び悩んでい

る。      

・大規模な地震から自ら

の生命・財産などを守る

ためには、住宅の耐震化

を図ることが重要であ

り、所有者一人ひとりが、

自らの問題として意識し

て取り組んでいただくよ

う促していく必要があ

る。 

耐震診断実施者に対する

耐震化の必要性に関わる

普及・啓発などの取り組

み、住宅の耐震改修戸数

の増加に繋げ、耐震化率

の向上を図る。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

１１ 市民生活 

交通安全対

策の推進 

・茅野交通安全協会茅野支

部、茅野警察署と協力体制を

組み、小学校・保育園・各地

区における交通安全教室の実

施、四季の交通安全運動期間

における人波作戦（街頭啓

発）、飲酒運転根絶パトロール

等を実施した。 

・横断歩道における横断旗、

旗ポストを整備した。 

・コロナ禍による地区行

事の減少により地区の交

通安全教室、高齢者クラ

ブの解散により高齢者対

象の交通安全教室の開催

が減少した。 

・交通安全協会の高齢化

等による役員の減員に歯

止めがかからない。 

・交通安全教室を市が主

体となって行っている市

町村は少なく、他では保

育士・教員が対応してい

るとのことであるが、簡

易信号機や交通安全協会

の交差点の指導などがな

いため、カリキュラムが

限られている。今後も園・

学校への教室開催を継続

し、模擬道路のライン引

きなども市で行い、保育

士・教員の負担を減らし、

教室の開催数を確保して

いく。 

・交通安全協会役員の高

齢化が進み、次代を担う

人材発掘を警察及び交通

安全協会と連携して取り

組む必要がある。広報「ち

の」等を活用し、人員確保

に協力していく。 

消費者の安

全の確保 

Ｈ28 年 10 月市消費者生活セ

ンターには富士見町・原村を

加え広域化としホットライン

188 を当センターに集約する

と共に、録音機能を備えた直

通電話（75-8188）を設置し対

応した。 

特殊詐欺抑制装置は効果

があることが実証できた

が、設置者及び修理管理

者の拡大が課題であり、

補助金制度の変更につい

ても既存装置の対応等が

課題である。 

詐欺の種類も多種多様に

なっているので、今後も

消費生活センターがある

ことを周知し、警察との

連携・協力を強化して、住

民の被害防止に努める。 

 

１２ 行政経営 

市民サービ

スの質の向

上 

・行政サービスの利便性向上

のため、キャッシュレス決裁

の導入検討を実施しました。 

マイナンバーを利用した、申

請者が書類に書かなくてもよ

いシステムの検討をした。 

・庁内Wi-Fi環境改善のため、

２０２４年度に全庁の改修を

実施した。 

スマートフォンの所有が

増え、インターネットに

接続可能で、持ち運びが

容易な情報機器（モバイ

ル端末）が普及してきて

いる。また、番号制度の開

始等により、市が所有す

る情報を安全かつ適正に

管理することがより一層

重要になってくる。市民

サービスの充実、事務の

効率化、費用対効果等の

視点に立って、諏訪広域

共同構築などシステムの

安定的な運用が求められ

る。 

ＩＣＴを積極的に活用

し、行政手続きなどにつ

いて、より市民に利便性

の高いサービスの提供を

行う。また、行政事務の効

率化・最適化を進め、業務

のシステム化に伴う、情

報システムの安定的な運

用とセキュリティの確保

に努めることにより、市

民に便利なまちにしてい

く。 

具体的には、キャッシュ

レス決裁を実装し、セキ

ュリティポリシーの改訂

を目指す。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

広報の充実 地域ブランド調査の魅力度に

係る全国順位は 2023 年度が

428 位であった。 

成果指標の目標値は順位を

100 位上げることとする。 

令和 6 年度は特に名古屋市で

の対面プロモーションの回数

を増やし、全体のプロモーシ

ョンの回数としても例年と比

較して多くの対面プロモーシ

ョンを実施した。 

また、各対面プロモーション

を利用して、市外向けの主な

プロモーションツールである

公式 Instagram のフォロワー

を積極的に増やし、1,000 人

以上のフォロワーを獲得し

た。 

今までのシティプロモー

ションのターゲットは、

東京都、横浜市、名古屋市

といった大都市圏を中心

に、対面によるシティプ

ロモーションによる魅力

の発信、認知向上を図っ

てきた。 

地域ブランド調査は、大

都市圏だけではなく全国

のインターネットによる

全国を対象とした調査で

あるため、成果指標の目

標値を達成するために

は、大都市圏への訴求は

行いながら、もっと広い

範囲への PR が必要とな

る。 

大都市圏への訴求は行い

ながら、さらに広く認知

向上を図れるよう、公式

Instagram を利用した情

報発信に力を入れてい

く。 

写真の投稿も増加させ

る、現在のフォロワー以

外にも情報が届きやすい

よう、リール動画の投稿

回数を増加させていく。 

持続可能な

姿勢経営の

礎となる人・

組織・財政の

構築（効率

的・効果的な

行政経営の

推進） 

・令和６年度は、行財政改革

等をまちづくりの手段として

取り入れた第６次茅野市総合

計画を策定した。 

・６次総の策定から、今後５

年間で市が目指すまちの姿を

明確化した。 

・住民や職員への計画内

容の周知。 

・行財政改革、組織の最適

化へのアプローチとし

て、実効性の高い行政経

営マネジメントシステム

の構築。 

・計画内容の周知方法を

検討し、住民、職員への周

知を進め、市が一体とな

ってまちづくりに取り組

める環境整備を進める。 

・事務事業評価の再開を、

実効性の高い地域経営マ

ネジメントシステムへと

つなげるため、行政評価

の見直しと改善を行い、

R7 行政評価の評価方法の

設計を行う。 

同上（持続可

能な財政の

確立） 

コロナ禍を経て、国税の増収

を基に交付税が増加している

とともに、当市の税収やふる

さと納税も堅調な伸びを見せ

ている。 

今年度も持続可能な財政の確

立に向けて行財政改革に取り

組み、補助金等の見直しでは、

83 百万円の補助金等を削減

し、行財政改革プラン２０２

３の優先改革事項について

は、12 項目が取組完了とな

り、2 施設を廃止した。 

公共施設使用料等の改定は、

関係団体との対話が必要であ

ると判断し、議会への提案を

2 度見送ったものの、改定案

をまとめることができた。 

決算では基金の取崩しを

行わずに済む状況が続い

ているが、基金繰入を前

提とした予算編成が常態

化している。今後は社会

保障関係費の増加が見込

まれることから、決算に

おいて基金を取り崩すこ

とが必要となる見込みと

なっており、非常に苦し

い財政運営となってい

る。 

また、施設のあり方の検

討が計画どおり進んでい

ないため、計画の改定と

適切な進捗管理が必要と

なる。 

施設使用料の見直しや公

共施設の統廃合をはじめ

とする行財政改革を進め

るとともに、市の組織や

業務の進め方の見直しな

どを含めた行財政構造改

革を全庁一体となって進

める必要がある。そうし

た改革を進めることで、

基金に頼らない財政運営

の実現に努める。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

２ 心豊かに学び育ち活躍できるまち 

１ 子育て 

子ども・家庭

への支援の

充実 

【こども課】 

こども家庭センターでは、相

談窓口の充実と活用につい

て、関係機関と連携し支援を

実施することができた。また、

定期的な進行管理により重大

化の防止に努めている。サポ

ートプランについて、児童福

祉 12 件、特定妊婦 16 件を作

成し支援を実施した。 

ファミサポ事業では、会員同

士の連絡調整、援助会員養成

講習会を開催し、援助会員の

増加に努め、地域の中で子育

ての助け合いができた。 

【幼児教育課】 

保育を必要とする全ての家庭

の子どもの保育を行うととも

に、延長保育、一時保育、病

児病後児保育などの特別保育

を実施した。 

【こども課】 

こども家庭センターへの

相談は、新規・継続ともに

高止まりとなっている。

一つひとつの相談に対応

していくためのマンパワ

ーの確保が必要である。

また、サポートプランの

作成は、利用者自身の主

体的な取り組みへの協力

が必要となるため、利用

者から理解を得ることが

難しい。ファミサポ事業

では、依頼会員の利用増

加が見込まれるため、援

助会員の継続的な確保が

必要である。 

【幼児教育課】 

ニーズに応えるための保

育士が不足している。 

【こども課】 

こども家庭センターは、

関係機関との連携をさら

に強化し、相談体制を維

持できるよう努める。ま

た、サポートプラン作成

への理解を得ることがで

きるよう、より一層丁寧

に説明し、自立に向けた

支援に努める。 

ファミサポ事業は、活動

継続、援助会員増に取り

組む。 

【幼児教育課】 

今後も、就職ガイダンス

や広報ちの等を活用し引

き続き保育士確保に努め

る。 

保健・福祉事

業の充実 

【健康づくり推進課】 

母子手帳アプリ「すくすくち

のっこｂｙ母子モ」から母子

手帳交付及び面談予約を出来

るようにした。事前アンケー

トで必要な情報をあらかじめ

母子モから回答していただく

ことで、４０分程度かかって

いた事務手続きが、３０分程

度に短縮でき、その分、妊婦

さんの話をよく聞くことがで

きるようになった。 

パパママ講座の希望者が増加

したため、実施回数を増やし

た。乳幼児健診について、未

受診の方には受診勧奨をして

いる。 

【健康づくり推進課】 

少子化、核家族化により

初めての妊娠、出産、子育

てに対して孤立感、不安

感を持つことは少なくな

いため、妊娠期から出産、

子育て期にわたる切れ目

のない支援が必要。 

母子手帳交付時は、説明

することが多く必要な保

健指導をする時間がとれ

ない。 

乳幼児健診は年齢が上が

ると保育園入所者が多く

なり、未受診が増加傾向

となる。 

【健康づくり推進課】 

母子手帳交付時は、全員

と面談ができるため、妊

婦さんの話をよく聞き、

安心して出産、育児がで

きるように必要な支援を

する。 

パパママ講座の内容を検

討し、参加しやすい講座

にする。 

産後ケア事業を使いやす

いように見直す。 

乳幼児健診がポピュレー

ションアプローチの場と

捉え、育児力を育てる場

所となるように内容を検

討する。 

妊娠、出産、子育ての不安

を解消するため相談場所

や相談内容を充実させ

る。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

居場所づく

りの推進 

【こども課】 

子どもの居場所となる多様性

のある環境づくりを推進。学

童クラブでは、安心できる物

理的空間、支援員の資質向上、

学校との連携体制の構築をす

すめている。こども館は、子

どもと保護者が交流・学習・

子育て情報等の提供の場を創

っている。市内利用者延人数

は増加、利用者満足度は

90％。地区こども館は地域住

民による運営委員会で運営さ

れており、親同士の繋がりや

地域の人との活動の場、これ

により地域への愛着を育む場

として利用されている。 

【こども課】 

学童クラブでは、支援員

の数が不足しており、発

達障害や特性のあるこど

もへの専門的支援が難し

い。活動が画一的で、選択

肢に自由度が少ない。こ

ども館の利用者は増加し

ているものの、子育て講

座への参加者が横ばい、

又は減少傾向にある。地

区こども館のあり方、学

童クラブの運営、放課後

子ども教室の設置につい

て、放課後の居場所を併

せてで検討する必要があ

る。 

【こども課】 

放課後の安心・安全な環

境を確保し、こどもたち

の「居場所」となる学童ク

ラブの機能を強化する。

こども同士の交流、情緒

の安定、生活習慣の定着、

学び支援を通じて、こど

もに健全な育成を図る。

資格を持った支援員の配

置と継続的な研修を実施

する。こども館では、講座

やイベント周知をより多

くの利用者に届ける工夫

が必要。地区こども館、学

童クラブに加え、放課後

子供教室など、放課後の

子どもの居場所について

の検討を行う。地区の運

営委員会においても、検

討してもらう。 

２ 教育 

親育ちの推

進 

【幼児教育課】 

保護者が１年に１回、一日保

育士体験に参加し、子どもの

成長を実感し、子育ての楽し

さや育児を見直す機会とす

る。 

【幼児教育課】 

一日保育士体験への父親

の参加人数が少ない。 

【幼児教育課】 

一日保育士体験の良さを

積極的に保護者に配信

し、参加に繋げる。 

 また、市内全体で子育

て支援に取り組むため、

企業宛に、保護者が「一日

保育士体験事業」に参加

しやすい環境を整えてい

ただくよう、協力依頼を

する。 

育ちと学び

をつなげる

取組の推進 

【幼児教育課】 

子どもたちが新たな人間関係

や生活環境に適応し、安心し

て学校での生活や学習が進め

られるよう、保育所、認定こ

ども園と小学校の円滑な接続

を行った。 

【幼児教育課】 

「子どもの育ち」を捉え

て繋げていくこと、環境

による保育・教育をさら

に充実させる必要があ

る。 

【幼児教育課】 

小学校学校区ごとに作成

した「活動をつなぐ架け

橋シート」を活用し、より

具体的な接続について検

討し実践していく。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

次世代を担

うひとづく

りの推進 

【学校教育課】 

読書・図書館教育を中心に、

縄文・市民科などに探究的な

学びを行い、子どもたち一人

ひとりの生きる力を育んでい

る。また、中学校区を単位と

した連続性のある小中一貫教

育の推進や、コミュニティ・

スクールによる地域とともに

ある学校づくりを進めてい

る。不登校の子どもたちへの

対応については、行政・学校

と家庭・地域が連携し継続的

に取組んでいる。 

第１次小中学校管理計画に基

づき順次実施。R6 は北部中体

育館棟外壁等改修工事、東部

中北棟屋根・外壁改修工事、

東部中照明ＬＥＤ化工事を実

施した。 

【学校教育課】 

アンケート結果から、具

体的な改善策を検討し、

学校運営に繋げること。 

トイレの洋式化率の目標

は達成したが、宮川小学

校のトイレについて老朽

化が進んでいるので、令

和６年度に一箇所、光触

媒塗装を用いたトイレの

改修工事を実施した。今

後の対策に繋げていく。 

【学校教育課】 

こども達一人ひとりの生

きる力を育むため、今後

も学校・家庭・地域が連携

し、子ども達の学びの環

境を確保する。また、学校

評価アンケートの結果を

踏まえ、具体的な改善策

を各学校において検討す

る。 

宮川小学校のトイレの更

新、また各校の照明ＬＥ

Ｄ化工事を計画的に進め

ていく。 

３ 読書 

ことばとこ

ころを育て

る読書活動

の推進 

・各活動の場ごとに工夫をし

ながら、読み聞かせを毎日欠

くことがなく、続けてきたこ

とは読書活動の推進につなが

った｡ 

・ファーストブック・セカン

ドブックプレゼントでは、各

場の実情に合わせ、時間や場

所、手渡し方、読み聞かせの

仕方を工夫しながら、途切れ

ることなく実施し、これらの

本を活用した異年齢の読み聞

かせ等、活用の広がりもみら

れる。 

・家庭によって読み聞か

せの取り組み方が違う。

それぞれの場ごとに、家

庭読書の意義を伝え、家

庭読書に繋がる取組を工

夫していく必要がある。 

・選書の際に役立ち、より

良い本を子どもたちに届

けられるよう、茅野市独

自の各年齢層の「読み聞

かせリスト」を再検討し

ていく必要がある 

・各場における研修の充

実、研修内容の共有をす

る。また、講座や健診等に

おいて絵本や読み聞かせ

の大切さの啓発を継続し

ていく｡ 

・「家庭読書」の意識づけ

を課題と考え、読み聞か

せや親子読書の勧めな

ど、家庭における読書活

動の啓発を継続し、さら

に実践につながる働きか

けを行う｡ 

・調べる学習をより推進

し、多様なジャンルの読

書活動を通して読解力の

向上に繋がる取組を進め

る。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

４ 生涯学習 

「 い つ で

も」、「どこで

も」、「だれで

も」学べる環

境づくり【公

民館】 

・地元の歴史や文化を学ぶ茅

野学講座や高齢者大学、若年

層向けの講座など、様々な分

野の講座を平日昼間に加え、

夜間や土日にも開講し、幅広

い年代が参加できる環境を整

えた。参加者からは高い満足

度を得ている。 

・施設の維持管理では、予防

修繕を基本とし、緊急対応箇

所も予算内でできる限りの対

応ができた。 

・社会教育としての学び

を地域社会へ活かしてい

く仕組みづくりは、今後

さらに検討していく必要

がある。市民の多様な学

習ニーズに対応しなが

ら、地域の活性化や課題

解決につなげる講座の充

実を図っていくことが求

められる。 

・施設の老朽化により、予

測できない故障の発生や

大規模な修繕が必要とな

ってくることが懸念され

る。 

・分館と連携しながら地

域課題を掘り起こし、関

連するテーマを講座の内

容に積極的に取り入れる

ことで、地域での活動へ

関心を持つきっかけを作

る。 

・地域課題への対応を強

化するため、中央公民館、

地区コミュニティセンタ

ー、市民活動センターの

機能を統合し、連携と支

援体制の充実を図る。 

・大規模な修繕や改修に

ついては、関係課と調整

をしながら、利用者が安

心して利用できるよう、

施設の維持管理を図る。 

一人ひとり

の多様な学

ぶ意欲に応

える機能の

充実【図書

館】 

・幼少期から本に親しむこと

ができるよう各種おはなし会

の開催や図書館へ来るきっか

けづくりとして一般向け講座

を開催した。 

・茅野市図書館の特長である

広い正面展示スペースに様々

なテーマを設定し工夫を重ね

た展示を行い、新しい本との

出会いを生むよう努めた。 

・上記のほか、図書館資料の

充実、資料の貸出、レファレ

ンスサービスなど基本的業務

に取組んだ結果、入館者数は

昨年度に比べ増加した。 

・図書館は本を読むだけ

の場所ではなく、自主的

な学習活動の場であり、

さらには居場所としての

役割もある。引き続き誰

もが図書館に訪れたくな

る工夫や支援の検討は必

要である。 

・今後の 10 分室のあり方

について検討する必要が

ある。 

・職員ひとり一人のスキ

ルアップを図り図書館サ

ービスの充実を目指す。 

・担当課と連携し分室の

状況を把握し、それぞれ

の方向性について検討し

ていく。 

  



39 

 

重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

郷土の自然・

文化や歴史

に触れ、科学

に親しむ機

会の充実【八

ヶ岳総合博

物館】 

・高校・大学、関係機関との

連携を進め、企画展や巡回展

等博物館事業を協力して開催

することができた。 

・市民研究員養成講座では、

大人に向けた活動発表展の展

示や研究結果の発表を行った

ほか、新たに子ども向けのイ

ベントを開催し、自然科学や

科学工作等をとおして成果を

市民に還元した。 

・プラネタリウムは学校や地

区公民館からの上映希望が増

えてきた。団体対応や出前講

座に出かけ、広く天文学習を

行うことができた。 

新型コロナウイルス感染

症により離れていった来

館者に再び博物館に戻り

学習を進められるように

なった。市民ニーズを的

確にとらえた学習機会の

提供と、それを周知する

情報発信の方法を模索す

る必要がある。 

・講座の新設や、視点を変

えた企画展・特別展を開

催する。 

・デジタルアーカイブ構

築の検討やデジタルを使

った、配信などを考えて

いく。 

・より効果的な情報発信

の方法を検討する。 

守矢文書の

保存と継承

【神長官守

屋史料館】 

・企画展を年間3回開催した。 

・史料館周辺の史跡見学会を

再開し、郷土の歴史文化に触

れる機会を作ることができ

た。 

・日常的に館の職員が常設展

の展示解説を行い、来館者の

展示に対する理解を深めるこ

とができた。 

・諏訪圏外からの来館者

に比べ圏内の来館者が少

ない。 

・開館から 30 年以上が経

過し、補修箇所が増えて

きている。 

・時節に応じた内容の企

画展を従来通り開催して

いく。 

・周辺史跡を歩く会や企

画展のギャラリートーク

を開催するなど、地域の

人の来館のきっかけとな

る事業を開催する。 

・史料のデジタル化を進

め、デジタルアーカイブ

構築の検討を行う 

５ 文化・芸術 

地域文化の

創造と文化

芸術活動の

推進 

コロナ感染症の影響を乗り越

えていくため、市民館、中央

公民館ともに、できることを

工夫しながら各種事業を実施

し、多くの市民に利用された。 

また、誰もが文化的で充実し

た生活を送ることができるよ

う、工夫による活動の推進と

環境整備を進めることができ

た。 

新型コロナウイルス感染

症による活動制限が緩和

されたが、コロナ禍で停

滞してしまった活動を元

に戻してくことが課題で

ある。 

また、物価上昇に伴うエ

ネルギー価格高騰や、内

部経営体制の問題、市の

行財政改革もあり、指定

管理も含め、市民館の運

営のあり方検討が必要で

ある。 

停滞した活動を元に戻し

ていくため、社会教育関

係団体の活動支援策を検

討する。 

市民館の管理運営につい

て地域文化創造、サポー

ト C とともに見直しを図

る予定となっているが、

計画とのかかわりについ

ても考慮する必要があ

る。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

６ 文化財 

尖石縄文考

古館の充実 

・国宝「土偶」等の指定文化

財の適切な保存管理の実施

と、展示や体験講座等を通じ

て文化財の価値や魅力の教育

普及を進めた。 

・国宝「土偶」（仮面の女神）

の国宝指定 10 周年を記念し

た特別展を開催し、会期中の

入館者数が前年度同時期より

も多く、国宝の価値を多くの

入館者に伝えることができ

た。 

・令和 5 年度以前には開催し

ていなかった未就学児向けの

イベント等を開催し、幅広い

年齢層に「茅野市の縄文文化」

に触れる機会を提供した。 

・館内での粘土を使った体験

学習受入や縄文・市民科の出

前授業やクラブの指導にも対

応し、土器土偶を見るだけで

はわからない「ものづくり」

についても効果的に学んでい

ただいた。 

・入館者数の更なる増加

を目指すうえでは、「早く

て広い」広報活動が必要。

展示資料についても新た

な発掘資料や最近の研究

事例に応じた資料の展示

が入館者増に効果を上げ

ると思われる。 

・未就学児向けの講座に

ついては、講座内容のブ

ラッシュアップと効果的

な広報が必要。 

・日本遺産「星降る中部高

地の縄文世界」をはじめ、

縄文文化遺産の広域での

連携による集客も視野に

入れておく必要がある。

日本遺産と関連して、10

年前に比べて外国人入館

者が増加していることか

ら、多言語化とキャッシ

ュレス化も検討する必要

がある。 

・「早くて広い」広報を実

施していく。 

・展示内容の見直しや展

示資料の充実による入館

者の満足度アップを目指

す。 

・幅広い年齢層をターゲ

ットにできる講座内容を

検討する。 

・多言語化を推進してい

く（英文キャプションの

増設など）。 

縄文史跡等

の整備・活用

の推進 

尖石遺跡の第 2 期整備（支障

木伐採、台地斜面保護盛土等

の環境整備）、尖石遺跡西側民

有地の確認調査の予定した事

業を滞りなく実施した。上之

段遺跡での児童との詳細分布

調査も予定どおり実施した。 

 

上之段遺跡と駒形遺跡

は、尖石遺跡と共に縄文

を意識したまちづくりの

核となる大切な遺跡であ

るが、整備の根拠となる

確認調査が実施できてい

ない。 

 

尖石遺跡の第 2 期整備及

び追加指定と併行しなが

ら、駒形遺跡と上之段遺

跡の確認調査を進めるこ

とが必要で、史跡整備係

を新設するなど抜本的な

体制の見直しを行い、「縄

文の里」としてバランス

の取れた史跡の保存と活

用をめざす。まずは尖石

遺跡の追加指定をめざ

し、史跡保存を一区切り

とした後に、駒形遺跡と

上之段遺跡の整備に向け

て取組む。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

「縄文を識

る」取組の推

進 

各施設では、収蔵資料の特徴

をいかした企画展、定番事業

や市民ニーズに応じた事業が

行なわれた。市民研究員や市

民ボランティアによる活動も

活発に行なわれ、公民一体の

事業展開が定着した。 

地域の貴重な資料等の保

存と活用を図るため、公

共施設再編計画を注視し

つつ、必要な改修を計画

的に実施すると共に、保

存と活用を担う職員と市

民研究員等の充実が課題

である。施設の連携が十

分でないため、当地域の

多様な自然と重層性のあ

る歴史を体系的に発信す

ることができていない。 

都市計画課と連携を図

り、不具合の早期発見に

努め、必要な改修を行う。

講座の内容を充実させ、

ホームページやＳＮＳに

よる情報発信に注力し、

新たなファンを取り込

み、市民研究員等の増加

に努める。各施設の連携

を強化し、当地域の自然

と歴史を体系的に発信す

る。 

７ スポーツ 

地域におけ

る子供のス

ポーツ機会

の充実 

コロナ期間は中止を余儀なく

されていたスポーツ教室や講

座は、以前の水準まで回復し

実施できた。 

参加者のニーズに合った

教室の開催、講師の確保

が課題である。 

また、部活動の地域展開

が進められており、子ど

もたちのスポーツ環境が

変化している状況にあ

る。 

体を動かす楽しさを体験

できる機会として、引き

続きスポーツ教室や講座

を実施していく。 

部活動の地域展開により

子どもたちのスポーツ環

境が損なわれることのな

いよう取り組む。 

８ 共生社会 

自治・協働に

よるまちづ

くりの実現 

・区・自治会の役員の担い手

不足、負担軽減に向けて、モ

デル区４区を選定し、取り組

みをおこなってきた。 

・協働のまちづくりの具現化

に向けて、職員の意識向上の

ための職員研修を実施した。 

・市民活動センターにおける

相談受付や講座・イベントの

開催、補助金による支援など

により、新たな市民活動を創

出し、参加できる環境が整い、

目標値よりも多くの市民活動

が創出された。 

・人口減少・高齢化社会が

到来する中で、協働のま

ちづくりにより住民自治

を実現するためには、ま

ちづくりのイメージを共

有し、市、市民の役割分担

を明確にしていくなど、

持続可能な仕組みに変え

ていく必要がある。 

・施策実現のためには、あ

らゆる主体同士が繋が

り、まちの課題を共有す

ることが重要である。こ

の繋がりを築くための関

係づくりを、どのように

進めていくかが課題。 

ゆいわーくカフェなどを

通じてまちの課題を掘り

起こし、関係する人同士

の繋がりを促すための取

組を行っていく。また、運

営委員会では中間支援組

織としての在り方を検討

していく。 

男女共同参

画の推進 

これまで取り組んできた「男

女共同参画をテーマにした川

柳コンテスト」や「はつらつ

事業所認定」などを継続した

取り組みを行い、市民の男女

共同参画社会に対する意識啓

発を行った。継続することで、

市民の意識啓発に繋がってい

くと考えられる。 

男女共同参画社会の推進

のために、どのような活

動がより有効なのか、茅

野市における重点課題は

何なのか、検討が必要で

ある。 

重点課題に応じた取組を

行う。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

多文化共生

のまちづく

りの推進 

・日本語教室は、日本語を学

ぶ場としての機能だけでな

く、悩みを気軽に相談できる

場所として利用されている。 

・日本語教室開催後には日常

生活相談を開催し、相談に応

じている。 

日常生活相談の場以外

で、相談員への相談が増

えてきている。また、相談

内容が専門性の高いもの

があり、相談員が困惑す

る場面が徐々に増えてき

ている。 

相談員だけで解決できな

い内容については、他部

署と連携して対応に当た

れるよう庁内調整を図

る。 

３ 活力と魅力があふれる稼げるまち 

１ 農林業 

農業振興の

推進 

・ＪＡや長野県、「信州ちの就

農ＬＡＢＯ」等農業者と連携

したと連携した、新たな農業

の担い手確保に向けた取組を

実施した。 

・生産者の所得向上への取組

として、地域農産物を「蓼科

野菜」と銘打ち、商標登録申

請等ブランド化の推進への取

組を実施した。 

・令和 7 年 3 月に茅野市地域

計画を策定。策定過程の地域

での座談会等において、地域

農業の課題を農業者と共有で

きた。 

・様々な産業で労働力不

足となっており、農業人

材の確保はこれまで以上

に難しくなっている。ま

た、農業従事者の高齢化

が進行しており、今後リ

タイヤが増加するため、

地域農業の維持のために

は、新たな農業の担い手

の確保は喫緊の課題とな

っている。 

・原料価格等の高止まり

による農業資材費高騰に

伴う、農業経営への圧迫。 

農業従事者の減少・高齢

化、遊休農地の増加への

懸念。中山間地であるた

め、圃場ごとの作付面積

が少なく、作業効率が低

下する。 

・圃場整備事業完了から

数年たち、農業用水路な

どの破損や湿害や獣害に

より十分に耕作ができな

いといったことにより、

効率的な営農が進まな

い。 

 

・今後の農業者の確保に
ついては、新規就農者の
確保に加え、安定的な経
営の実現が可能な大規模
法人の育成と合わせた、
雇用労働者の確保が不可
欠となっている。そのた
め、集落営農組織のよう
に地域で効率的な生産を
進める組織から、農地保
全に関わる自給的農家ま
で、広く農業に従事し、作
物を生産する人々を指
し、それぞれに合った支
援策を実施して、育成し
ていくことにより農業振
興を図っている。 
・自給的農家などの小規
模農家や定年帰農者等多
様な担い手が農業への魅
力を感じ、農業を継続す
ることで農地保全に努
め、併せて地域計画にお
いて担い手への農地の集
約・集積を図り効率的な
農業支援を図る。また、地
域農産物のブランド化等
を推進することで、生産
者の収益性強化を図る。 
・令和 7 年 3 月に策定し
た地域計画を基に、認定
農業者・認定新規就農者、
集落営農組織や農業法人
等へ、農地の集約・集積を
行い農業の効率化を進め
ます。また、国や県等の補
助事業を活用し、破損・老
朽化した農業用水路など
の施設の改修・改良や農
道の舗装、湿田等の解消
を実施することに併せ、
広域的な鳥獣被害対策事
業を実施することで、農
地の保全を図り持続可能
な農業を推進する。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

林業振興の

推進 

・国県の補助事業を活用して

行われた間伐事業に対し、嵩

上補助を実施。 

手入れの遅れている個人所有

林を中心に、森林環境譲与税

を活用した森林経営管理制度

に基づき、市が発注者となり

林業事業者に作業を委託する

市町村森林敬愛管理事業を実

施。 

・森林組合と土地賃貸借契約

を締結し中間土場の設置に結

びつけることができた。 

狛江市と連携し、間伐材を活

用した木工製品を製作して、

婚姻・出生お祝い品贈呈事業

を開始。ホームページや共同

贈呈式などで PR をした。 

・県の森林づくり推進支

援金を活用していた修景

林間整備事業の廃止とな

り、また県の補助事業の

減少傾向により森林整備

面積が減少傾向にある。 

・諏訪森林組合の中間土

場については、R７年度中

に稼働開始予定だが、中

間土場を活かした地産地

消のシステム構築が必要

である。 

・今後も国県の補助事業

により行われる間伐事業

の減少が見込まれるた

め、森林環境譲与税事業

による間伐を推進してい

く必要がある。手入れの

遅れている森林を選定

し、意向調査を進め森林

整備へ繋げる。 

・間伐から利活用までの

システム構築のため、関

係部署と連携し、公共施

設などへの木質バイオマ

ス利用の導入等の検討を

進める。 

狛江市と連携した間伐材

利用の木工製品贈呈事業

については、今後も継続

し間伐材利活用、森林環

境譲与税活用を広く PR し

ていく。 

２ 商工業 

商業振興の

推進 

第３次商業振興ビジョンを策

定した。 

 

コロナ禍の影響は、まち

の賑わいイベントの中止

を招き中心市街地への求

心力を弱らせた。また、同

時期にまちのプロデュー

サー的機能を有していた

茅野 TMO が解散したこと

に伴い、新たなまちづく

りのための仕組みや仕掛

けが求められる。 

第３次商業振興ビジョン

を具現的に実現するた

め、重点事業に応じ専門

部会を設置し、具体的な

事業計画の策定と推進を

行う。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

工業振興の

推進（産学公

等連携事業

の推進） 

・茅野市の地域経済活性化

は、単一産業の振興のみでな

し得るものではなく、国・県

機関や各種支援機関との連携

が必要であり、茅野・産業振

興プラザを中心に連携の促進

を図った。 

・茅野・産業振興プラザの役

割や機能を常に見直し、技術

力向上、開発力強化、人材確

保・育成など、市内事業者が

抱える課題解決や経営基盤強

化のために、事業者が産学公

等連携に取り組みやすい環境

整備と支援制度の充実を図っ

た。 

・高度な加工技術を保有する

中小企業の工業振興を強力に

推進することで、企業ニーズ

や成長分野、新産業分野への

参入等を支援した。 

・公立諏訪東京理科大学

の実証事業の継続によ

り、水位計の製品化、事業

化に関心を持つ企業参入

と具体化を促進していく

ことが課題。また、販路の

確保が課題。 

・茅野・産業振興プラザの

運営では、企業の情報収

集を積極的に進め、関係

機関と連携した支援活動

につなげていく必要があ

る。 

・補助金額の見直しに加

え、事業の見直しを継続

的に実施していく必要が

ある。 

・連携先（理科大等に加

え、関係機関）との具体的

成果が少ない。 

・水位計等の実証結果に

ついて検証し、新たな展

開による有効活用を検討

し、成果の事業化に向け

た取り組みを強化する。 

・プラザ運営では DX、GX、

事業承継等といった取り

組みが求められる中小企

業への受発注支援、情報

発信、技術相談等、より関

係機関との連携を充実さ

せ対応する。 

・連携先との関係性を強

化していくことで、市内

企業の経営力強化や稼ぐ

力の向上につなげてい

く。 

同上（企業の

生産基盤強

化と立地支

援） 

・工場の立地誘導の促進を図

るため、中小企業振興補助金

を設けている。補助金の交付

により、工場の新増設、設備

投資の支援を行った。 

・中小企業振興補助金申請件

数は、見込んでいた数値より

は下回ったものの、大規模案

件があり、設備投資の下支え

になった。 

・労務環境等設備補助金は創

設以来安定して活用があり、

企業からの評価も高い制度と

なっている。IT 関係の立地は

ワークラボ内に留まってい

る。 

・工業団地内の市の管理地に

おいて、定期的に環境整備を

行った。 

・企業立地相談や空き工

場の問い合わせがあるも

のの、物件不足等にある。 

・新規の工場立地を促進

するため、また既存の事

業所に茅野市を選び続け

てもらうために、中小企

業振興補助金という形で

の事業サポートを行って

いるが、更なる誘致施策

の検討が必要。 

・工場の AI,IoT 化に向け

た取組やゼロカーボンに

対応した企業の経営基盤

強化が急務である。 

・工業団地は、造成から 30

年を超え、樹木管理等の

経費が嵩む傾向にある。 

・空き土地、空き工場の情

報収集を行い、積極的に

情報提供を行う。 

・企業の AI,IoT 化を促す

補助メニューを拡充し

た。GX の補助率も嵩上げ

した。制度活用の周知を

行う。 

・企業の経営基盤強化に

向けた国等の補助制度等

の活用を促す支援を行

う。 

・災害により企業活動が

支障を来さないよう、森

林環境譲与税事業や中部

電力などと連携し、工業

団地内の計画的な整備を

進める。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

工業振興の

推進（新分

野・独自技術

製品開発等

への支援） 

・新技術・新製品研究開発、

特許取得等について、補助金

による支援を行った。 

・コワーキングスペースは、

利用促進イベント等の成果か

ら様々な職種の方に利用され

稼働率は堅調である。今後さ

らなる利用促進のための施策

を実施し、関係人口・交流人

口の流入を図っていく。 

・世界的な環境変化に対

応できる企業体質強化の

ため、企業がインダスト

リアルチャレンジできる

環境づくりを整える必要

がある。 

・コワーキングスペース

の稼働率は堅調だが、ブ

ースとオフィスが満床で

あり、新規入居ができな

い。起業・創業支援に課題

がある。 

・精密などの部品メーカ
ーが集積する本市の製造
業において、新技術や新
製品への研究開発は、ビ
ジネスチャンスが期待さ
れ、継続的な制度設計が
求められている。企業戦
略を支えるうえで、研究
開発を動機付け、利用し
やすい制度設計を検討す
る。 
・試作品改良や知財取得
のためのメニューを増や
しインダストリアルチャ
レンジを促す。 
・ワークラボ八ヶ岳を拠
点として広域連携ビジネ
ス交流推進体制を構築す
る。 
・ワークラボ八ヶ岳は、市
や茅野商工会議所等の創
業支援機関と連携し、創
業支援のための事業を実
施する。今後も創業支援
機関と連携しながら、創
業機運の醸成と起業・創
業セミナーを実施し、創
業者のフォローアップを
行う。 

３ 観光 

観光振興の

推進（新規顧

客の獲得、長

期間滞在・リ

ピーターの

確保） 

豊かな地域資源や文化資源を

活かした体験型観光や年間を

通した滞在型観光の推進、学

習旅行・教育旅行の受入拡大

等を進め、観光業にとどまら

ない市内経済の波及効果の拡

大へつなげる。 

訪れる観光客は、コロナ

禍前のレベルに回復して

いる。誘客宣伝を進める

ほか、販路拡大、観光消費

額の増加への働きかけを

行う必要がある。 

ちの DMO が実施するプロ

グラム造成等の事業に対

し、自主財源強化を目標

として支援するととも

に、円滑かつ効果的な事

業実施に導く。 

同上（魅力あ

る着地型観

光の体制整

備・ブランド

構築） 

着地型観光のニーズに応える

多様な魅力の整備と発信を進

めるとともに、ちの DMO を中

心に近隣の観光協会や観光団

体との連携を進め、戦略的な

事業を進めてる。 

団体旅行から個人旅行へ

と旅行形態が変化し、来

訪者の多数を占める個人

客の旅行趣向の多様化に

対応しきれなかったこと

が大きな要因である。そ

の地域でしか味わえない

体験や、その地域ならで

はの交流体験を旅行に求

めるように観光需要が変

化してきていると考えら

れる。こうした観光需要

の変化に対応するととも

に、具体的な旅行商品の

充実を図る必要がある。 

環八ヶ岳連携協議会（仮

称）、レイクリゾート推進

協議会（仮称）、八ヶ岳西

麓地域共生会議につい

て、広域連携を図り、魅力

ある着地型観光の体制整

備と地域全体のブランド

構築を推進するととも

に、近隣地域と連携した

観光振興と情報発信を進

める。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

観光振興の

推進（インバ

ウンド観光

客の誘客拡

大に向けた

本格的対応） 

長野県観光機構や諏訪地方観

光連盟と連携してタイや台湾

を中心に海外プロモーション

事業を実施。 

外国人観光客が安心して

滞在できる環境整備の対

応や案内看板等の整備が

遅れている。 

インバウンド対応につい

ては、地域資源の持続的

な保全と調和を図る観点

から、今後も慎重に取り

組む。特に、富裕層で地域

文化やマナーに配慮でき

る外国人観光客を主なタ

ーゲットとし、受入環境

の質を重視した誘客を進

めるとともに、安易な量

的拡大を避け、地域住民

との共生を前提とした観

光振興を目指す。 

同上（「宿泊

税」への対

応） 

観光協会長会議及びちの DMO

と連携しながら、特別徴収義

務者となる宿泊事業者や観光

関係者等のアンケート調査の

実施。 

新たな観光資源として県

が導入する「宿泊税」が、

茅野市の観光地域づくり

にとって有効で、円滑に

運営されるよう、あり方

と活用方法の検討。 

令和８年６月からの宿泊

税導入を見据え、市とし

ては、観光振興を進める

ための財源として適切に

活用できるよう、今後の

方針を整理していく。 

地域の課題や観光の将来

像を踏まえながら、必要

な取組に充てられるよう

検討を進めるとともに、

関係者との意見交換を重

ねながら、効果的な活用

を目指す。 

４ 雇用、人材育成、企業・創業 

市内企業へ

の就業の促

進 

・ホームページや SNS 等によ

り合同就職説明会及び街かど

起業ガイダンスに係る周知を

行った。 

・市内の事業者へ勤労者互助

への会加入を促すチラシを送

付した。 

 

各産業においては担い手

不足が深刻化しており、

安定した人材確保が課題

となっている。また、大都

市圏や大企業と比較し知

名度や給与水準等の差に

より中小企業等の人材確

保をより困難とさせてい

ることから、給与水準の

引き上げや中小企業の魅

力発信を支援する必要が

ある。 

・給与水準の引き上げを

支援するため、制度融資

に新たな資金を創設す

る。 

・中小企業の魅力を発信

するため、学生及び移住

希望者向けの企業見学会

を実施する。 

  



47 

 

重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

人材育成の

推進 

・人への投資は近年企業も注

目しており、申請件数は安定

し、確実な支援に繋がってい

る。 

・販路開拓支援事業により、

関東圏での展示会や見本市等

への出展など、販路開拓の支

援を行った。新たな販路開拓

や売り上げの増加につながっ

た。 

・諏訪圏工業メッセ開催、出

展支援を行った。 

・ものづくりネットは企業 PR

に繋がっている。 

・人手不足に悩む中小企

業にとって、人材育成に

取り組む余裕がない状況

にある。雇用対策との連

携が必要。 

・人材育成の前段として、

人材確保に係る支援策が

必要である。 

・諏訪圏工業メッセの開

催地が岡谷市へ移り、来

場者数、出展企業数が減

少傾向である。メッセの

開催意義、開催方法等に

ついて検討が必要。 

・工業展へ出展する新規

企業が少なく、出展しや

すい環境づくりが求めら

れている。 

・企業の人材育成や技術
継承は、長期的な視野が
必要であり、展示会等へ
の出展補助など、市の支
援制度の継続が必要であ
る。 
・人材確保に係る支援制
度を検討する。 
・諏訪圏工業メッセの開
催について、諏訪圏もの
づくり推進機構と協議す
る。 
・精密機械部品や加工等
の技術をセールスポイン
トとする当市の製造業に
おいて、認知向上と新規
受注獲得への支援制度は
必要である。より出展し
やすい環境づくりを進め
るため、出展企業に成果
等をヒアリングし、フィ
ードバックすることで、
企業と行政の信頼関係を
築き、制度設計に活かし
ていく。 
・脱炭素経営、省エネ経営
の推進に向け、人材育成
補助金で GX の項目を嵩上
げしている。 

企業・創業の

推進 

・金融機関や保証協会等と協

議を行い、制度融資に係る年

利と利子補助の見直しを行っ

た。 

・市内の事業者へ補助事業の

周知を図るためチラシを送付

した。 

・コワーキングスペースを拠

点とした交流の機能が整備さ

れ、様々な世代に多様な働き

方や関わり方による利用が定

着してきている。 

・スワリカブランド創造事業

を契機に産学公連携プロジェ

クトのモデルが構築され、Ｉ

ＣＴ、ＩｏＴを活用した事業

化、人材育成につながった。 

・産学公連携によるスワリカ

ブランド創造事業によって得

られた成果を社会実装するこ

とを目的とした事業発ベンチ

ャー「36ICT 株式会社」が設立

された。また、「株式会社アン

バーロジックス」も設立され

た。 

・コロナ明けに伴い開業・

創業資金利用者は増加傾

向となっている。しかし

ながら、中小企業者等を

取り巻く状況は原材料費

の高騰、賃金の引き上げ

等依然として厳しい。情

勢にあった資金を柔軟に

創設していく必要があ

る。 

・国が進める「地域ＩｏＴ

実装推進ロードマップ」

における各分野のＩｏＴ

の実装状況について、全

国的に低い実施にとどま

っていますが、茅野市で

もほとんど行われていな

い状況であり、今後ＩＣ

Ｔ、ＩｏＴを活用した人

材育成と雇用創出につな

がるサービスへの実証実

験を踏まえた事業の検討

が必要がある。 

・国際情勢に伴う物価高

騰及び関税対策に対応す

る制度資金を早急に創設

する。 

・経営基盤を強化するた

めに、有料セミナーや研

修会等に参加する費用の

一部を補助する。 

・ワークラボ八ヶ岳を拠

点とした人材交流や起

業・創業支援の場として

の機能向上を図る。 

・地域の防災力の向上、農

業への ICT 術の導入に寄

与する研究成果の事業化

に向けた取り組みを強化

する。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

５ シティプロモーション・広聴 

戦略的な情

報発信の推

進 

・発信内容を工夫をしなが

ら、市民、茅野市に興味のあ

る方、八ヶ岳に興味のある方

などが見たいと思うような内

容を発信できるようにした。 

・SNS 広告などを利用して、新

規ユーザーの掘り起しを図っ

た。 

・ＳＮＳ の普及などによ

り、ＩＣＴを使った情報

発信手段が多様化してい

る。これまで行ってきた

情報発信の手段、内容を

含め、市民へのより一層

の情報提供や茅野市の魅

力を外へ広く発信してい

くことなど、市における

戦略的な情報発信につい

ての検討が必要である。 

・インターネットの普及

やコンピュータの能力向

上等により、データの提

供、提供されたデータの

利用のための環境が整っ

てきている。さまざまな

データの活用が期待され

る中、市が保有する公共

データを公開することが

求められてきている。 

・住みたい、訪れたい茅野

市を目指し、茅野市の魅

力を広く市内外に発信す

るために、ＳＮＳなどを

活用した情報発信に取り

組む。 

・生活に役立つ行政情報

などの提供を、より一層

行っていくことにより、

茅野市の魅力を市内外に

発信していく。 

・行政が保有するデータ

を様々なシステムで利用

できる形で広く公開する

ことで、今までになかっ

た視点での活用を促して

いく。 

広聴の充実 ・市政へのメール・手紙（毎

年７月は手紙月間）について

は、年間を通じて市民から寄

せられた意見等に回答した。 

・まちづくり懇談会について

は、各地区コミュニティセン

ターでの開催に加え、今年度

は、若者や子育て世代を対象

に市民活動センターで開催

し、市のこれからのまちづく

りに対する意見交換等を行っ

た。 

・人口減少が進展する中、

これからのまちづくりに

おいては、より多くの若

者や女性に茅野市のまち

づくりを理解してもらう

とともに、その声を聴き

施策に反映するなどし

て、若者と女性に選ばれ

るまちを目指していく必

要がある。 

・まちづくり懇談会のや

り方を見直す。 

・聴取した声を施策に反

映させる方法を検討す

る。 

・デジタルツールの活用

を検討する。 
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重点施策 
令和６年度の 

主な取組内容と成果 
課題 今後の方向性 

６ 交流人口・関係人口、移住・定住 

交流人口・関

係人口の創

出 

・人口減少、少子高齢化に対

応するために策定した茅野市

地域創生総合戦略に基づき、

庁内各部署が一体となり地方

創生の実現に向けた取組を推

進 

・地域資源の魅力等を市内外

の人に向けて戦略的に発信 

・長野県マッチングシステム

の運営委託 

市外でのプロモーション

イベントについて、一部

はただの物販イベントに

なってしまっている。 

市外プロモーションイベ

ント参加者がその後、実

際に茅野市を訪れ、市内

イベントに参加してもら

えるように、戦略的にプ

ロモーションを実施して

いく。 

さらにその後移住・定住

してもらえるように、移

住推進事業との連携を行

っていく。 

移住・定住の

促進 

行政と関係機関が一体となっ

た「田舎暮らし 楽園信州ち

の協議会」主催の物件見学ツ

アーの開催。市内の土地・中

古物件・賃貸物件を紹介する

イベント。ツアーをきっかけ

として茅野市に興味を持って

もらい、その後移住体験住宅

を利用し、毎年数組移住に繋

がっている。 

各回ツアー定員 30 名を超

える申し込みがあり、全

員の受け入れが出来てい

ない。イベントの内容か

ら若い世代の参加者が少

ない。移住希望者が求め

る空き家が少ないことが

課題である。 

直前のキャンセルを見込

みバスに乗れる最大限の

受付を行い、参加出来な

いロスを減らす。令和７

年度からは若い子育て世

帯むけ「オーダーメイド

ツアー」を実施すること

により、若い世代に特化

したツアーを開催してい

る。 

７ 中心市街地 

ＪＲ茅野駅

西口エリア

活性化の推

進 

ベルビア１階未利用床の活用

方法を検討する中で、駅利用

者や理科大生を対象としたア

ンケート調査や、民間事業者

に対してサウンディング型市

場調査を実施した。 

改善の要望が多い駅西口

トイレや、西口駅前広場

全体のリニューアルにつ

いても段階的に進める必

要がある。 

 

ベルビア活性化に向けた

事業が一段落した後は、

西口駅前広場リニューア

ルについて検討してい

く。 

 


